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第１章　調査団派遣について

１－１　調査目的

（1）教育大臣、教育省関係機関の長と面会し、ガイドブックの活用を含む日本側の協力案を提

示したうえで、エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）側と意見交換を行い、

協力の可能性の判断、協力内容の調整を行う。

（2）その際、あわせてプロジェクトを実施するうえでの条件〔①実施主体となるべき中心機関

の選定と関係機関の連携の確保、②プロジェクトの成果を具体的なものとするための学校

（モデル校）の設定、③エジプト教育行政におけるプロジェクトの位置づけの明確化等〕につ

いて協議する。

（3）上記の事項が確認でき、正式要請書を提出する見込みが得られた場合には、次回短期調査

を派遣し、より具体的な協力枠組みの構築に取り組む。

１－２　調査団構成

担当業務 氏　名 所　属　先

団長・総括 渡邊　淳平 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課　課長

教 育 行 政 堀尾　多香 文部科学省大臣官房国際交流政策室　事務官

教 育 調査 村田　敏雄 国際協力事業団　国際協力専門員（教育）

協 力 企画 澁谷　和朗 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課　職員
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１－３　調査日程

　調査期間：2001 年４月６日～４月 14 日

１－４　主要面談者

〈エジプト側〉

教育省

Dr. Hussien Kamel Bahaa El-Din 大　臣

Mr. Mohammed Ragab Sharaby 一般教育部次官

Mr. Omal Gaballa 理科カウンセラー

国立教育研究開発センター（NCERD）

Dr. Nadia Gamal El Din 所　長

国立試験・教育評価センター（NCEEE）

Prof. Dr. Soliman El-Khodary 所　長

〈日本側〉

在エジプト日本国大使館

竹村　淳一　 　 一等書記官

JICA エジプト事務所

中村　三樹男　 　 所　長

坂田　章吉　 次　長

宇多　智之　 所　員

橋本　和明　 企画調査員

日 順 月　日 曜 日 移動と業務

１ ４月６日 金 東京発13:00　フランクフルト着18:00

２ ４月７日 土 フランクフルト発　カイロ着16:30

３ ４月８日 日
JICAエジプト事務所打合せ、在エジプト日本国大使館表敬、教育省一般
教育部Sharaby次官表敬訪問

国立試験・教育評価センター（NCEEE）Soliman所長、国立教育研究開発
４ ４月９日 月 センター（NCERD）Nadia所長との協議、欧州連合（EU）コンサルタント

との協議

５ ４月10日 火 教育省教科カウンセラーとの協議、教育大臣表敬・協議

６ ４月11日 水
ステアリング・コミッティー開催（教育省関係機関の長、教科カウンセ

ラー）

７ ４月12日 木 ミニッツ署名／交換、JICAエジプト事務所、在エジプト日本国大使館帰国報告

８ ４月13日 金 カイロ発7:35　 ロンドン着12:00　ロンドン発15:45

９ ４月14日 土 東京着11:30
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第２章　調査結果要約

（1）実施主体となるべき中心機関の選定と関係機関の連携の確保

　当方から日本側案である協議ペーパー〔One image of the project design on science and

mathematics education in primary schools：付属資料１．協議議事録（ミニッツ）〕に基づき、

プロジェクトの実施機関につき、エジプト側から聴取した結果は以下のとおりである。

　生徒用教材作成／普及については、カリキュラム教材開発センター（CCIMD）が妥当である

との見方も関係者からは寄せられたが、国立教育研究開発センター（NCERD）Nadia 所長か

ら、自分の機関で作成することができるとの表明があり、結果として、ミニッツに記載されて

いるように、新教授法及び教材の開発／普及についてはNCERDが、調査／評価／モニタリン

グについては、国立試験・教育評価センター（NCEEE）が、実験地域及び実験校については、

教育省が担当することとなった。

　中心機関の選定については、Kamel 教育大臣含め、エジプト側に相談したところ、具体的な

提示はなかった。このため、中心機関の特定は行えなかったが、事実上NCERD が中心になる

ものと思われる。

（2）プロジェクトの成果を具体的なものとするための実験校の設定

　Kamel 教育大臣及び教育省一般教育部Sharaby 次官に日本側案を示した結果、プロジェクト

の枠組みについて一定の理解を示すとともに、実験校の設定について教育省として全面的にサ

ポートするとの回答を得た。ただし、実験地域、実験校の選定にあたり、世界銀行と欧州連合

（EU）が出資している教育向上プログラム（EEP）〔NCERD Nadia 所長がその実施機関である

教育省のプログラム計画・モニタリングユニット（PPMU）の長を兼ねている〕で対象とする

15 県のなかか、それ以外の 12 県のなかで実施するのかはまだ未定となっている。

（3）エジプト教育行政におけるプロジェクトの位置づけ

　中等教育に関する国民会議の開催が予定されているなど、エジプト側の興味・関心が中等教

育にも寄せられていたが、初等教育に対する取り組みはすべての教育段階の基礎であり、当該

分野で協力を実施することの妥当性は関係者との協議で確認された。

（4）今後の取り組みについて

　プロジェクト準備のためのステアリング・コミッティーを開催して議長を選出すること、正

式要請書を日本側に提出すること（2001 年４月末予定）、正式要請書を受理したのち、今後の

プロジェクト形成に係る調査団を派遣することを双方で確認した。
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（5）調査総括

　Kamel 教育大臣から、ミニプロジェクトの活動を高く評価しており、引き続き教育分野での

協力を期待しているとの表明があったことは、日本の協力への強い要望の現れと受け止めるこ

とができた。しかしながら、当方の基本的な問題意識である児童の学習理解度、学力の向上に

ついては、エジプト側からの反応は少なかった。また、日本側案の内容について十分に共通認

識を得られたとはいい難い状況と思われる。したがって、次回調査を行うにあたっては、日本

側から更に詳細な活動の目的、内容や実施計画の案など、プロジェクトの具体的枠組み案を提

示し、問題認識についての共通理解を固める必要がある。

　なお、新旧教師用ガイドブックの扱いについては、新ガイドブックが翻訳されしだい、大臣

令により、旧ガイドブックと置き換えるよう指示するとの発言がKamel大臣からあった。この

場合、全国規模の配布、インスペクター、教師への説明、教員研修が必要となり、エジプト教

育省関係者にとってかなり大規模な事業になることが予想される。

　NCERD Nadia 所長は既に EU・世界銀行の出資する EEP の枠組みのなかで新教師用ガイド

ブックの印刷・普及、教員研修を計画している。このため、新ガイドブックに関して、日本が

どういった形で協力していくのかEEPとの役割分担を明らかにする必要がある。また、日本側

提案にある生徒用新規開発教材については、今回の調査からカリキュラム教材開発センター

（CCIMD）監修のWorkbook、NCEEE作成の生徒自主評価用教材がある程度充実していること

が確認されたため、新規に開発する必要性があるのか、開発するとしたらどのようなものを作

るのかなどを今後検討する必要がある。

　結論として、エジプト側は日本側の協力プランに応じて行うというスタンスであり、オー

ナーシップや計画の内容について更に慎重に検討／調整する必要がある。そのためには、今回

の調査で決定されたステアリング・コミッティーの開催を通じ、エジプト側と在エジプト日本

国大使館・JICA 事務所並びに JICA社会開発協力部、文部科学省とで緊密に連絡をとっていく

ことが重要である。
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第３章　調査結果

３－１　基礎調査からの経緯

　2000年４月に派遣された基礎調査団では、専門家チーム派遣（ミニプロジェクト）「小学校理

数科授業改善」（1997年 10月～2000年 11月）で取り組んできた成果を踏まえて、教育の質的向

上のために、プロジェクト方式技術協力として取り組むことができるかどうかについて調査を

行った。

　調査では、エジプト側からの直接的な要請はなかったものの、日本側から提示した、教育の質

的向上に向けた複数のアプローチ案のなかから、「学力評価調査」、「教員研修」、「教材作成」、「実

験校」というアプローチについて、エジプト側から関心が寄せられた。また、2002年より小学校

が５年制から６年制に移行するのに伴い、児童用の新規教材の開発についての要望などもあげら

れた。

　調査団帰国後、エジプト側から具体的要望の聴取を行いながら、日本側からプロジェクト案を

提案する形で準備を計画していたが、エジプト側からの要望内容が中等教育にシフトしたりする

など統一性を欠き、プロジェクト案の形成は困難を極めた。

　こうしたなか、専門家チーム派遣終了前の2000年 11月には、終了時セミナーが開催され、開

発された教師用ガイドブックが教育大臣をはじめとする教育省関係者及び他ドナーから高く評価

された。これを受け、実施機関であった国立教育研究開発センター（NCERD）は本ガイドブック

のアラビア語翻訳・印刷・配布・教員研修での普及を計画するに至った。

　本事前評価調査の目的は、かかる情勢のなか、プロジェクトの成果が一般教師・児童レベルに

まで裨益することを念頭に置いた日本側プロジェクト案をエジプト側に提示し、その実施の妥当

性、必要な関係機関の連携を行う意思があるかどうかエジプト側と協議するというものであった。

３－２　エジプト教育分野の現況（教育セクター分析及び教育分野の動向）

（1）エジプトの教育の現状

　エジプトの教育の現状は「表－１　エジプトの主な教育指標」に示されるとおりである。

　純就学率は上昇しており、これまでの活動の成果がみられるものの、今後はいわゆる「最

後の10％」という最も困難な就学対象者への対応を迫られており、施策にはよりきめ細かな

配慮が必要になってくる。また、留年率は全体としては低いが、学年別の動向をみると高学

年ほど数値が高くなっている（５年生男子 11.5％、女子 7.7％。1997/1998 年度）。中退率は

比較的低く、小学校の第１学年に入学した児童が第５学年まで在学する比率は91.7％となっ

ており、教育の内部効率は非常に高いことが分かる。なお、教室数・教員数ともに増加して

おり、学習環境改善の努力がみられるが、１教室当たりの児童数は平均で 40 名を超えてお
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（2）教育開発の動向　－ 1990 年代の取り組み－

　1990年代のエジプトにおける教育開発の取り組みをまとめると、おおむね表－２のように

なる。個々の具体的な取り組みは付属資料２．面談記録に記す。今回の事前評価調査ではエ

ジプト側から具体的な問題点に関する発言が少なかったため、表－２は現在入手可能な資料

を基に作成した。したがって、問題点に関する考察がやや甘くなっており、この点今後の事

前評価調査などで補足していく必要があろう。

　表－２によれば、行政、学校、地域社会に内在する問題に対して、教育省がかなり広範に

対応していることが分かる。また、ドナーの支援も多方面にわたっており、バランスのとれ

た援助を展開しているといえよう。しかし、教育省の幅広い活動に対して、各ドナーの支援

がカバーしている範囲は限定的であり、エジプトの教育開発が教育省主導で行われているも

のと推察される。

　なお、問題点のなかで積極的な対応策が検討されていないものは、「中央集権」、「セクショ

ナリズム」といった行政システムの問題と、児童の「学業不振」、「思考力の弱さ」という教

育の質的なアウトプットにかかわる問題である。前者は国家の行政システムそのものに起因

する問題、あるいは政治的・社会的・文化的な風土に起因する問題であり、これを教育省の

みで解決することは現実的に困難であろう。後者は児童の成績という形で明確に示される

が、測定のためにはツールとしての適切な学習到達度評価方法の開発と運用が不可欠であ

る。また、主に研修を通じて教員にインプットされる内容が、教員という個人レベルで十分

に消化され、教室で最大限に生かされつつ適正な授業が実施されることが、児童の成績に

よって教育効果が測定される際の前提となろう。

（3）今後の計画

　国際社会にあって政治・経済・社会・文化・技術などのあらゆる変革に直面している昨今、

教育はその重要性を増している。忠誠心、帰属意識、価値観、文化伝承の強化という従来の

教育目的に加えて、人々が時代の変化に対応しつつ社会の要請に応えていくためにも教育が

必要とされている。したがって、21世紀においても教育はエジプトの発展の鍵を握る、重要

な国家プロジェクトであると認識されており、“Education for Excellence and Excellence for All”

という新たなコンセプトの下で、教育の量的拡大と質的向上を一層追求していく方向にある。

　具体的には、情報化社会を生き抜くために必要な先進技術を使いこなせる能力、知識・労

働集約型の大量生産に対応できる能力を身につけるべく、中等教育や技術教育のアップグ

レーディングや研修機会の拡充などが計画されている。

　なお、計画の実施に際しては、民間セクターとの協力関係の維持と（ドナーから得られ

る）国際的な専門性の活用を考慮すべきであるとしている。
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表－２　エジプトにおける教育開発の概要

システム

インフラ

カリキュ
ラム

教員研修
養成

運営管理

教育内容

児　　童

住民参加

その他

中央集権
中央と地方の連携
セクショナリズム
地域・男女格差

学校不足・未整備
教室不足・未整備
IT機器の未整備

授業時間の少なさ
内容量の多さ
内容の不適切さ
ITの導入

知識不足
教授技能の未熟さ
児童への注意不足
教授法の不適切さ
研修効果の未発現
研修の未整備

内部効率性の低さ

授業効率の悪さ
暗記中心学習
教材教具の未活用
教授言語と母語
宿題の多さ
教員・児童間のやり
とりの少なさ

学業不振
思考力の弱さ
学校嫌い

家庭の役割の不明確
さ
両親の低学歴

貧　困

教育予算の増額
教育財源の多様化
教育へのテクノロジーの導入
データベースの構築

学校建設（7,500校／ 1992～ 1997）
単級学校の拡充（2,499校／’00時点）
学校設備の改善
校舎維持管理／改修
データベース構築
“Suzanne Mubarak”科学・工学実験センター設立
技術開発センター設立
特別トレーニング・センター設立

就学年限５年→６年への延長
内容の30％削減
児童の興味に応じた教育活動の導入
各種教材開発・整備
教育へのテクノロジーの導入
教育評価・調査の重視

教員の専門性の向上
・各種研修の実施
・副読本の製作・配布
・教員資格のアップグレード（大卒資格要件化）
・芸術／音楽／家政などの単科教育大学の新設
教員の待遇改善
・給与／賞与のアップ
・福利厚生の充実

インスペクター研修の実施
教員（校長含む）研修の実施

教員研修の実施
各種教材開発・整備
学校図書の拡充
スクール・ジャーナリズムの拡充
演劇教育の導入
語学／環境／人口教育の重視・導入

Achievement Testの実施
児童の興味に応じた教育活動の実施
スクール・ジャーナリズムによる読み書き能力
の向上
演劇教育による学校教育の活性化
学校図書の拡充
英才教育の導入
社会教育の拡充
児童向け健康保険の導入
学校給食の導入
学生連盟の活性化

父母／地域社会の参加促進
社会教育の拡充
成人識字教育の拡充
学校図書の活用

社会福祉の充実
・孤児、殉職者の児童のケア
特殊教育の拡充
・視覚・聴覚障害児、精神薄弱児のケア

教育システムのキャパシティー・ビ
ルディング／WB＋EU
EMISの整備／WB
女子教育の推進／USAID

学校建設260校／WB
コミュニティースクールの建設／
USAID＋NGO
コミュニティースクールの建設／
6,000人：200校／UNICEF

児童中心学習の導入／UNICEF
Life Skill の導入／UNICEF
教育方法の改善／WB+EU
科学教育方法の調査／フランス
科学・教育変革プログラム／
UNESCO

教員研修の実施／WB
校長研修の実施／２万5,000人：15県／
WB＋EU
英語研修の実施／累計１万5,200人／
USAID

校長研修の実施／WB＋EU

教材の供与／WB
理数科ガイドブックの作成／JICA

Achievement Testの実施／UNICEF＋
WB

児童向け健康保険の導入／UNICEF＋
WHO

ノンフォーマル教育の拡充／USAID
学校運営への参加／UNICEF

女子奨学金の供与／USAID

出所：教育省“Mubarak and Education 2000”、NCERD“Egypt National Report  EFA Assessment”, 1999.
　　　JICA社会開発協力部「エジプト小学校理数科教育　事前調査報告書」、2000　
　　　以上の資料及び事前評価調査での聞き取りを基に村田敏雄JICA国際協力専門員作成

範　疇 ドナーの対応教育省の対応問題点
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３－３　プロジェクト実施の背景（計画の妥当性）

（1）教育の質的課題についてのエジプト側の認識

　エジプトにおける教育の量的拡大については学校建設公社（GAEB）を通じてエジプト側

により積極的な取り組みがなされてきていることを踏まえ、本調査団では、プロジェクト方

式技術協力で実現が期待される教育の質的向上に対する具体的な協力枠組みについて日本側

からプロジェクト案〔付属資料１．協議議事録（ミニッツ）のDiscussion Paper：167ページ〕

を提示し、エジプト側と協議を行った。

　エジプト政府の教育政策ペーパーである「ムバラクと教育」には、「Excellence for All：

万人のための優秀さ」という目標が掲げられ、教育の質的向上に対する意欲は高いと考えら

れている。今回のエジプト側関係者との協議においても、教育の質的向上に取り組むこと自

体については、特に異論はなかった。ただし、教育の質的向上に関して具体的にどのような

形で日本の協力を必要としているかについては、エジプト側から積極的な申し出はなかっ

た。今回の調査で日本側から提案したプロジェクト案では、小学校児童の理数科における理

解を向上させることを、めざすべき目標と位置づけている。これは UNICEF のレポート

（1994 年）に記されているような児童の学力が低いとされている現状に対しては、教育の質

的改善をめざす必要があるという問題認識によるものであった。

　この日本側の問題認識に対し、エジプト側関係者から一致した合意を得ることはできな

かった。NCERD Nadia 所長は日本側の問題認識である児童の理数科の学習理解度の向上に

ついて、エジプト教育界の課題として積極的に推進する意欲を示すことはなかった。一方

で、国立試験・教育評価センター（NCEEE）Soliman 所長は、人口過密で貧しい地域では、

学習環境に恵まれない学校・児童が現に存在することをあげ、日本側のプロジェクト案に基

づいて、そうした地域で児童の学習状況を改善することが可能ではないかとの具体的なコメ

ントがあり、教育の質的向上に係る問題認識に対して、積極的に取り組む姿勢がみられた。

　教育の質的向上とひと口にいっても、だれをターゲットとするのか、どのようなアプロー

チをとるのか、どのような部分に着目し、どこまでの向上をめざすのかによって、プロジェ

クトのとり得る形は様々であることから、今後、教育の質的向上に係る具体的な問題意識を

IT ：情報技術
WB ：世界銀行
EU ：欧州連合
EMIS ：Education Management Information System
USAID ：米国国際開発庁
UNICEF ：国連児童基金
UNESCO：国連教育科学文化機関
WHO ：世界保健機関
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エジプト側と共有し、取り組んでいくことが必要不可欠である。

（2）初等教育分野について

　教育分野で定期的に開かれている National Conference（Suzanne Mubarak 大統領夫人主

催）が 2001 年は中等教育をテーマとすることから、調査団訪問時も教育省次官をはじめエ

ジプト側関係者から中等教育に対する協力をしてはどうかとの発言も寄せられた。

　これに関しては、Soliman 所長から中等教育への関心の高さは主にカリキュラムの変更や

技術教育課程から大学への編入といった制度改革の意味合いが強く、初等教育の改善は今で

も極めて重要な問題であるとのコメントを得た。なお、National Conferenceは数年おきに開

催されており、1994 年には初等教育でも実施されている。

（3）理数科分野での協力について

　本件は、エジプトの教育分野における協力では専門家チーム派遣（ミニプロジェクト）「小

学校理数科授業改善」に続くものであり、Kamel 教育大臣から本調査団表敬訪問時にも日本

の理数科教育に対する高い期待と今後の継続的な協力への要望が寄せられた。エジプトにお

いて理数科教育に重点を置いた政策的取り組みがなされているかどうかは今回確認できな

かった。

３－４　日本側プロジェクト案についての検討結果

（1）日本側プロジェクト案について

　日本側からは「エジプトにおける小学校児童の理数科の学習理解力を向上させる」という

基本認識の下に、「新教授法・生徒用教材の開発、普及」、「実験校」、「学力調査」から構成

されるプロジェクト案を提示した〔付属資料１．協議議事録（ミニッツ）のDiscussion Paper

参照〕。

　各構成要素の説明は以下のとおりである。

1） 新教授法・生徒用教材の開発、普及

　ミニプロジェクトによる教師用ガイドブックの作成が、終了時セミナーでエジプト側

教育省関係者から高い評価を得たことは、教育の質的向上に関する日本側の取り組みに

一定の理解があったものと受け止められる。今後現実にエジプトの児童・生徒の学力を

向上させるためには、教師用ガイドブックに組み込まれている生徒の思考力を高める教

授法の普及及び教室レベルでの生徒の学習理解を定着・促進させるようなドリル、プリ

ント教材等の生徒用教材の開発・普及が必要である。
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2） 実験校の設定

　今回のプロジェクト案では、児童のレベルでの教育の質の改善をねらっており、ミニ

プロジェクトで開発した教師用ガイドブック、新しい教授法や生徒用教材を実践する実

験校を具体的に設定し、そこでの実践からはかにも応用可能な手法・教材を普及させて

いくことが必要である。

3） 学力調査の実施及びモニタリング

　教育分野のプロジェクトでは、対象となる児童ないし教員のどのような資質を向上さ

せるかというねらいをはっきりしないと、プロジェクトのめざすべき目標設定が散漫に

なるおそれがある。また、プロジェクトのねらいである児童レベルでの教育の質の改善

については、児童たちの学習理解度が向上するという観点で測定できるものである。こ

のため、児童生徒の理数科の学力状況を把握し、その問題分析と解決アプローチの選択、

プロジェクトの実施による変化をモニタリングするための学力調査を盛り込んでいる。

（2）新教授法・生徒用教材の開発・普及について

1） 新教授法教材

　新教授法をエジプトで実践する教材のひとつと想定され、ミニプロジェクトで開発され

た新教師用ガイドブックについては、NCERD Nadia 所長によれば、2001 年３月末にアラ

ビア語への翻訳が完了する予定であり、現在若干遅れているが、最終的に大臣に承認して

もらう予定であるとのことであった。

　また、教育省 Kamel 大臣からは新教師用ガイドブック（NCERD が開発）と既存の教師

用ガイドブック（カリキュラム教材開発センター：CCIMD が開発）の関係については、

新ガイドブックのアラビア語翻訳が完了次第、大臣令によって新ガイドブックを既存のも

のと置き換えるように指示を出すとのことであった。

　大臣令により置き換わった場合、新旧ガイドブックの総入れ替えという大規模な事業に

なることが予想される。その場合でも、インスペクターや一般教師に対する新教師用ガイ

ドブックの説明会を実施するには、追加的な手当（交通費・日当）が必要とされている。

新ガイドブックと既存のガイドブックとの違いはミニプロジェクトの総合報告書に詳しい

が、実際に学校現場で新ガイドブックの有用性が検証されていないので、実際にそれを普

及する場合でもローカルコスト負担を担保しないと実現が困難であることが、今後の課題

として判明した。

2） 生徒用教材

　生徒の学習理解度を向上させることを意図した生徒用教材の開発、普及については、エ

ジプト側教育省関係者の多くから本来的には CCIMD が担当するのが適当との意見が多
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かったが、Nadia所長によれば、NCERDにおいて生徒用教材を作成する能力があるとのこ

とであった。

　Nadia 所長は教育省のプログラム計画・モニタリングユニット（PPMU）の長として、エジ

プト 27 県のうち、EUと世界銀行の出資プロジェクトである教育向上プログラム（EEP）が

対象としている15県（ガイドブックの印刷・配布を予定）で新教師用ガイドブックの普及を

計画している。NCERDの長も兼ねているNadia所長によれば、生徒用教材についてもNCERD

で対応可能とのことであるが、Nadia 所長の構想と、「新教授法・教材の開発・普及」、「学力

調査・モニタリング」、「実験校での実践」から構成される現場レベルでの改善をめざした日

本側プロジェクト案のコンセプトが、どのように結びつくか明確にする必要がある。

　また、NCERD カリキュラム調査部で行っている遠隔地教育システムを活用した教師用ガ

イドブックの研修について、調査団から確認したところ、Nadia 所長は NCERD という組織

の活動としてはその存在を認めていないと発言し、ビデオカンファレンスによる研修実施と

は軋轢があることをうかがわせた。

（3）実験校について

　新教授法及び生徒用教材を用いた授業実践を行う場としての「実験校」の設定について

は、教育省 Sharaby 次官から、教育省として責任をもって管轄下の学校に紹介状を出すなど

の措置を行うとの発言があったことをはじめ、エジプト側から特に異論はなかった。

　また、NCEEE Soliman所長からは、実験校を設定する場合は、実験群と統制群を設定し、

プロジェクトの効果を実証できるよう実施していく必要があり、新教授法・新教材を使用し

た場合の児童の創造性を評価する基準を設定する必要があるとのコメントがあった。

（4）学力調査について

　NCEEEのSoliman所長によれば、エジプトの小学校理数科の学習状況に満足しているとは

いえないとの認識であり、現状の理数科学力の把握と問題分析を実施することにおおむね賛

同を得た。その場合、上記（3）と関連するが、実験群、統制群を設定するなど学術的にも証

明できるような形が望ましいとのことである。一方、Nadia 所長からは学力調査をプロジェ

クトの構成要素とすることに異論はなかったものの、学力調査の実施に対してはあまり前向

きな姿勢は得られなかった。

３－５　エジプト側の体制について（プロジェクトの枠組み、自立発展性）

　今回の調査では、日本側プロジェクト案に基づき、エジプト側と協議を行った。生徒用教材作
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成・普及については、CCIMDが妥当であるとの見方も関係者からは寄せられたが、NCERD Nadia

所長から、自分の機関で作成することができるとの表明があり、結果として、ミニッツに記載さ

れているように、当初の日本側提案のとおり、新教授法及び教材の開発・普及についてはNCERD

が、調査・評価・モニタリングについてはNCEEEが、実験地域及び実験校については教育省が

担当することとなった。

　中心機関の選定については、Kamal 教育大臣表敬時に相談したところ、具体的な指示はなく、

その他エジプト側からもその点についての申し出がなかったため、中心機関の特定は行えなかっ

たが、NCERDがこれまでのミニプロジェクトの実施機関であったこと、日本の協力に強い関心

を示す教育大臣に非常に近い位置を占めていることから、事実上Nadia 所長を長とするNCERD

が中心になるものと思われる。

　また、今回の協議の印象からは、教育省としては、本プロジェクトの関係機関のひとつとして

具体的に人員を配置し、本腰を入れてプロジェクトにかかわるというのではなく、実験校の設定

やプロジェクトチームの学校訪問に便宜を図る形で他の２つの機関に協力をするというスタンス

と受け止められる。

　NCERDとNCEEEの関係については、エジプト教育省関係機関のなかでは比較的良好な関係に

あり、競合する分野もあまり想定されていない。しかしながら、プロジェクトとして「学力調査」、

「新教授法・生徒用教材の開発・普及」をどのように役割分担し、成果をあげられるかについて

は、具体的な実行計画を作成したうえで検討を重ねる必要があると考える。
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第４章　プロジェクト実施に向けての留意点と具体的提言

４－１　プロジェクトのコンセプトに関する共通理解の形成

　本プロジェクトは３－３で触れているように、教員研修、教材開発等の様々なインプットが実

施されているエジプトにあって、そのうえに日本の理数科教育の経験を応用し、児童の理数科の

学力向上の改善という具体的な成果（アウトカム）を発現し、その成果をもってエジプト小学校

理数科教育の改善に寄与することをめざす。このようなコンセプトで日本側プロジェクト案は成

り立っている。

　このコンセプトはエジプト側との協議で用いたDiscussion Paperでも明らかにしたつもりであっ

たが、コンセプトそのものに関する意見交換にまで至らなかったため、エジプト側からはこの基

本認識に対して具体的な問題意識や提案が述べられることはなく、エジプト側がコンセプトを十

分に理解したとはいい難い。

　すなわち、日本側提案としては、エジプトの理数科教育の質の向上を図るというのは、最終的

には児童の学習理解度、つまり学力を向上させることでなければならない。プロジェクトではこ

れを実現するために、新しい教授法、生徒用教材の開発・普及、実験校での実施、学力調査のセッ

トでの実施が必要と考えている。新しい教授法を教員研修で普及しても、生徒用の教材（学習ド

リル、宿題など）がなければ学力は向上するものではないし、また、逆に教師の指導法が悪いま

まで教材ばかり配っても効果は乏しい。学力調査は児童たちの理数科の学力の現状を分析・把握

し、「新しい教授法・教材の開発・普及」、「実験校での実施」というアプローチによるプロジェ

クトの成果をモニタリング評価するうえで不可欠である。

　以上が日本側提案の基本認識だが、そもそもエジプトの児童の理数科学力が思った以上に高い

ものであるとすると、プロジェクトを行う必要性が乏しいということになる。ゆえにプロジェク

トを実施する前提として、エジプトの児童の理数科学力が十分でないこと、そのうえでプロジェ

クトとして上記のようなアプローチを実施することについて、日本・エジプト双方で共通認識を

もたなければならない。

　したがって次回の調査では、これらの点について明らかにする必要があるとともに、場合に

よっては、併せて小学校児童の理数科学力状況及び教師の授業実施状況を調査することが必要と

思われる。

４－２　対象となるターゲットと地域

　専門家チーム派遣（ミニプロジェクト）「小学校理数科授業改善」では、小学校のみを対象と

していたが、理科は４年から６年までであり、義務教育段階としては前期中等段階（準備学校）

も含まれることから、対象とする教育段階を初等教育から前期中等教育まで拡大し、エジプト側
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の興味・関心を高めることもひとつの方策として検討に値する。ただし、この場合、算数は９年

間となること、基礎学力が不十分な場合、中等教育レベルでは学力向上の成果をあげるのが容易

でないことなどについて考慮する必要がある。

　また、これまで日本から派遣した個別専門家による調査は、教育システムや教育制度に係る調

査がほとんどであり、理数科教育の問題点や解決すべき課題を日本側として十分に把握していな

いことから、前述のように短期専門家派遣を通じ、理数科分野でのプロジェクトとして取り組む

べき課題を明らかにしておく必要がある。

　プロジェクトが対象とする地域・範囲については、今回調査のステアリング・コミッティーに

おいて、エジプト全27県のうち、教育向上プログラム（EEP）で対象として既にプロジェクトを

実施している15県を対象とするのか、それ以外の12県を対象とするのか、国立試験・教育評価

センター（NCEEE）Soliman所長と国立教育研究開発センター（NCERD）Nadia所長とで意見が

分かれた。15 県で実施する場合には、プロジェクト活動のためのローカルコストが教育省のプロ

グラム計画・モニタリングユニット（PPMU）の資金によって措置可能であることがNadia 所長

から示唆された。これは、一般教員やインスペクターに何らかのインセンティブを与えないと新

規の事業が成り立たないとされるエジプトでは、重要な指摘である。ただし、プロジェクトの対

象地域として考慮するうえでは、まず 15県、12県それぞれがエジプト国内のどの地域に分布し

ているのか把握し、日本人専門家が治安面・生活面で活動可能な地域かどうか、また、小学校理

数科においてどのような特色をもつ地域なのかを把握する必要がある。

　さらに、EEPの対象県かそれ以外の県を選択した場合でも、プロジェクトとして実施するには、

12～ 15すべての県で実施することは非常に困難と思われるので、プロジェクトで実際に対象と

する範囲をその投入規模と照らして、慎重に検討する必要がある。

４－３　国内支援体制について

　具体的にどのような協力をしていくかについては、ミニプロジェクトにて協力を実施してきた

北海道教育大学及び文部科学省、国立教育政策研究所等と連絡をとりながら決めていくことが望

ましい。

　また、国内協力体制については、前述の関係機関だけでなく、教育委員会に対しても協力を求

めることも考えられるし、長期専門家については、公募によるリクルートも検討する必要がある。

　本プロジェクト方式技術協力については、現場（小学校）レベルでのニーズ把握及び普及が必

要なことから、青年海外協力隊とプロ技専門家を連携させれば、より大きな効果が期待できるの

ではないかとも考えられる

　理数科教育支援については、現在、他国（ケニア、ガーナ、カンボジア、インドネシア）にお

いてもプロジェクト方式技術協力を行っているところであり、そちらでの協力形態などを参考に
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し、組織的な協力体制をとっていくことが必要と思われる。



付　属　資　料

１．協議議事録（ミニッツ）

２．面談記録
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２．面談記録

教育省一般教育部Sharaby 次官表敬訪問及び協議結果概要

日　時：2001 年４月８日（日）

場　所：教育省一般教育部次官室

出席者：Sharaby 次官、調査団（渡邊団長、堀尾団員、村田団員、澁谷団員）、橋本 JICAエジプ

　　　　ト事務所企画調査員、Ms. Hala（現地スタッフ）

（調査団）ミニプロジェクトが無事終了し、次官の御尽力に感謝する。日本側として、新しいプ

ロジェクト案を関係者に提案して協議する予定である。

（Sharaby 次官）提案は初等教育を対象としたものだが、今年は、中等教育に関する National

Conference が開催される予定であり、大学や教育関係者を集めたセミナー、提言を発表するこ

ととなっている。初等教育に関しては、既に 1994 年にそうした会合が実施されており、現在

は中等教育にNational Conferenceのテーマが移ってきている。日本としても中等教育に加わる

良い機会ではないか。

（調査団）（Discussion Paper に基づき、エジプトの教育の質的向上に対する問題認識について説

明）日本側の提案する枠組みについてのコメントはどうか。

（次官）〔生徒レベルでの教育の質的向上（学力の改善、向上）に対するコメント並びに要望は特

にはあげず〕教員研修については、ビデオカンファレンスや教育省教員研修部（GDIST）が10の

支所をもち、実施している教員研修で教育の質的向上に取り組んでいる。

　　日本側の提案については、エジプト側としては、日本側が望むことにはすべて応えるつもり

であり、今回の提案についてもおおむね良いと考えている。この日本側提案については、大臣

にも伝える予定である。ただし、学校建設の要請を出しているにもかかわらず、日本は一向に

実施してくれないことからしても、プロジェクトを実施するなら早く立ち上げてほしい。

（調査団）実験校を設定する場合には、県教育事務所やインスペクター、一般教員の理解を得ら

れるか。

（次官）学校を組み込むことについては、教育省として管轄下の学校にレターを作成するなど、

責任をもって取り組むことができる。

　　12 日に予定されているミニッツの署名については、Dr. Nadia が適任ではないか。いずれに

せよ、最終的には大臣の指名により決定されるであろう。

所感：小学生の学力の現状についてどのように認識しているか（低いのか、満足しているのか）
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については、認識が示されなかった。また、日本側提案の基本認識である教育の質の向上（理

解、学力の向上）についても特にコメントはなく、日本側が望むことがあるならばサポートは

するという発言に終始した。

　また、冒頭で中等教育に係るNational Conferenceの話題を次官から持ち出したように、初等

教育に対する興味・関心は現時点ではあまり強くないように見受けられた（なお、次官の直接

の担当には、基礎教育は含まれていない）。

　さらに、今回のミニッツ署名者として Dr. Nadia が適任であるとの発言があったことは、次

官がDr. Nadia からの情報提供をかなりの度合いで受けていることを予想させる。日本のプロ

ジェクトの実施に関しては、Dr. Nadiaに一任させるという意図を感じた。

以　上
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国立試験・教育評価センター（NCEEE）Soliman 所長との協議結果概要

日　時：2001 年４月９日（月）

場　所：国立試験・教育評価センター所長室

出席者：Soliman 所長、調査団（渡邊団長、堀尾団員、村田団員、澁谷団員）、橋本 JICAエジプ

　　　　ト事務所企画調査員、Ms. Hala（現地スタッフ）

（調査団）（日本側の考えているプロジェクトイメージを説明）

（Soliman 所長）実験校（model school）を選ぶのであれば、人口過密で貧しい地域にある学校を

選んではどうか（カイロ郊外でいくつか具体的な名前があげられたが、アラビア語であったた

め詳細は不明）。そうした地域であれば、プロジェクトにおいて児童の学習状況（理解度、学

力）を向上させることができるだろう。プロジェクトの３つの主要コンポーネントのうち、新

手法及び教材の開発・配布については、Activity book 等の教材はカリキュラム教材開発セン

ター（CCIMD）により数多く作られている。NCEEE も生徒の自主学習用（self-evaluation

materials）は作成しているが、教科書のように全員に配られるのではなく、学校が個別に購入

する形となっている。

（調査団）エジプト初等教育の現状はどのような状況か。

（所長）私立校は別として公立校では、実験設備があまり整っておらず、そうした学習環境の乏

しい学校に対する取り組みが必要であると感じている。実際に貧しい環境にある学校の現状を

見てみてはどうか。

（調査団）可能であれば、更なる調査を行うときに、そうした貧しい学校の現場を見ることがで

きたら幸甚である。また、本件は調査団帰国後も橋本企画調査員が引き続きフォローするの

で、よろしくお願いしたい。

　結論として、Soliman所長は日本側の提案したプロジェクト内容について理解を示した。ただ、

本来的には教材開発はCCIMDが担っているので、あくまで実験的なものとして国立教育研究開

発センター（NCERD）が実施するということで考えた方がよい。また、実験校を設定する場合に

は、実験群と統制群を設定し、実証的に実施していく必要がある。さらに、そうした新い教材を

使用している実験校では、ガイドブックであれば、生徒の創造性を評価する判断基準を設定する

必要があるとも述べた。

（調査団）日本側提案のプロジェクトの実施体制についてどう思うか。

（所長）１つの機関との間で実施することが勧められる。具体的にはNCEEE、NCERD、CCIMD、
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GDIST、教育省初等教育部長、理数科カウンセラーを参加者としたステアリング・コミッ

ティーが適当だろう。

（調査団）通常は日本側の専門家チームに相対する C ／ P 機関が存在し、それらを支援する会合

としてステアリング・コミッティーを置いている。エジプト側で責任をもって関係機関を調整

し、リーダーシップを発揮する機関はどこになるであろうか。

（所長）（この質問に対し 、明確 にどこの機関がなるべきであるという答えは得られなかったが、

関係機関での年功序列からして日本側から希望があればSoliman所長が引き受ける可能性があ

ることを示唆した）教育省のプログラム計画・モニタリングユニット（PPMU）に協力すると

したら、現在やっていない 12 の県教育事務所で実施するなどの住み分けは必要であるが、ど

のような枠組みにするかは日本側の意図次第であり、大臣にはその意図を伝えることはでき

る。

（調査団）Sharaby次官の昨日の発言と関連して、エジプトの教育の重心が中等教育に移ってきて

いるのではないか。

（所長）中等教育の現在の関心は、カリキュラムの変更や技術教育課程から大学への編入といっ

た制度改革の意味合いが強い。初等教育は変わらず極めて重要な問題である。エジプトの小学

校児童の理数科学力については、まだまだ満足する状況ではないと認識している。

以　上
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国立教育研究開発センター（NCERD）Nadia 所長との協議結果概要

日　時：2001 年４月９日（月）

場　所：PPMU内会議室

出席者：Nadia 所長、竹村在エジプト日本国大使館一等書記官、坂田 JICAエジプト事務所次長、

　　　　橋本同企画調査員、調査団（渡邊団長、堀尾団員、村田団員、澁谷団員）、Ms. Hala

　　　　（現地スタッフ）

（Nadia 所長）理科（小学校４～５年）、算数（小学校１～５年）の教師用ガイドブックが完成し

た。３月末にアラビア語への翻訳が完了する予定であったが、若干遅れている。ガイドブック

については、大臣に承認してもらう予定〔注：調査団が欧州連合（EU）コンサルタントから聴

取した話では、CCIMD 作成の既存のガイドブックが現在はまだ正式なものとして明記されて

おり、２つのガイドブックが存在しているという状態である〕。

　　PPMUでは、EU、世界銀行との連携による教育向上プログラム（EEP）に基づいて、学校建

設や教員研修など様々な活動に取り組んでいる。学校建設では、350 校の建設を予定してお

り、１学級の規模の縮小、女子の就学児童の増加、ドロップアウトする児童数を食い止めるこ

と、人数が多すぎる状態を緩和したうえでの授業の質の向上をめざしている。教師用のガイド

ブックの印刷／配布、それに関した教員研修もPPMUのAnnual Plan に組み込まれる予定であ

る（Annual Plan の提出締め切りは６月）。

（所長）（調査団から日本側の次期プロジェクト提案について説明したところ）それぞれのコン

ポーネントはどの機関が担うのか。

（調査団）日本側では新教授法、生徒用教材の開発はNCERDを想定しているが、案で示している

生徒用教材の開発は NCERD で可能かどうか。

（所長）NCERD には生徒用教材を作成する能力がある。また、CCIMD の協力は特に必要として

いない。

（調査団）エジプトの初等教育における児童の学力／学習理解度の状況をどのようにとらえてい

るか。

（所長）〔児童の学力／学習理解度に問題があるという認識は示さず、調査団が根拠にした国連児

童基金（UNICEF）のレポート（1994 年）に関しても〕それもあまり参考にしないように。貧

しい地域にも非常にすばらしい授業実践をしている教師がいる。

（調査団）（PPMU が C ／ P 機関に指名されることも想定して）PPMU の今後、特に 2004 年まで

で資金提供が終了した場合はどうなるのか、C ／ P となる人員はいるのか。

（所長）EU、世界銀行からの資金を得て PPMU は全力をあげて目標に向けて取り組んでいる。
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2004年ですぐPPMUが消滅するということは考えていない。

　　PPMU は NCERD の研究員（６セクション、計 75 名）を専門スタッフとして抱えているの

で、C ／ P 等の人員的側面に関しても問題はない。

　結論として、Nadia 所長は日本側の提案については、特に異論はなく、どのようなプロジェク

ト、どのような機関が必要になるかは、日本側の考え方次第であると述べた。また、NCEEE及び

教育省と連携することについても、すべて教育大臣の下にあるのだから、問題ないとの見解で

あった。

　また、次回の National  Conference で取り組まれるテーマである中等教育に関しては、ICT

（Information, Communication and Technology）を新教科として取り組むかどうかなどが議論され

ているが、エジプトの教育全体が中等教育にシフトしてきているというわけではない。また、

NCERDで着手した遠隔地研修に関しては、所長としては関知しておらず、組織として実施して

いるとは認識していないと述べた。

以　上
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EUコンサルタントとの協議結果概要

日　時：2001 年４月９日（月）

場　所：JICAエジプト事務所内会議室

出席者：Mr. Mohamed Marzouk Abdallah（EUコンサルタント）、橋本 JICAエジプト事務所企画

　　　　調査員、調査団（渡邊団長、堀尾団員、村田団員、澁谷団員）、Ms. Hala（現地スタッフ）

　EUコンサルタントのMr. Marzoukは教師・インスペクター等を経て、エジプトの学校現場・教

育事情に精通した人物であった。同氏からの主要な発言は以下のとおりである。

　現時点で NCERD Nad ia 所長から EU に対し、ガイドブック印刷・配布予算申請のための

Annual Plan は提出されてはいない（提出締め切りは６月とのこと）。

　PPMUは1996年から2004年までの暫定的機関であり、その後永続的に存在するかどうかは疑

問がある。

　教師用ガイドブックについては、個人的にはガイドブックが現場で用いられるために、日本の

協力が適当と考えている（EU本体がどう考えているかは不明であるが）。現行では、２つのガイ

ドブックが存在することになるが、現場では混乱が生じないと思われる。

　現場の学校に入っていくためには、（中央集権的なエジプトでは）中央の行政局の合意が必要

不可欠である。また、一般の教師・インスペクターの基本給は非常に低いので、新規プロジェク

トを実施する場合でも参加者・講師にとって経済的にどのようなメリットがあるか考えておかな

いと、研修は実現できないという現実にも着目すべきである。

　現場の教師にとって、一番近い存在はインスペクターたちである。昔はNCEEEは学校現場の

学業成績をよく把握していたが、政権にとっては現状批判的となるため、現在では、その機能を

奪われてしまっている。他の機関は、支所をもつGDISTは別としても一般教員に身近な組織とは

いえない。

　日本の協力は遅くなりがちである。エジプトでは、迅速なプロジェクト実施が望まれている。

以　上
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教育省理科カウンセラーとの協議結果概要

日　時：2001 年４月 10 日（火）

場　所：教育省教科カウンセラー執務室

出席者：Mr. Omar Gaballa（理科カウンセラー）、橋本 JICAエジプト事務所企画調査員、調査団

　　　　（渡邊団長、堀尾団員、村田団員、澁谷団員）、Ms. Hala（現地スタッフ）

　調査団からDiscussion Paper に基づき、プロジェクト案を説明した。

（理科カウンセラー）プロジェクトで新規に作成する教材はどのようなものであるか。エジプト

には教科書とWork book がすべての児童に配布されており、その他 Exercise book、CD、Video

Tapeなどの教材がある。Experimental Schoolと普通校では、英語とアラビア語という形で別々

のものが配布されるが、内容は同じである。ただし、教科書の質（図表、カラー）は公立校の

ものは低い。すべての教師には教師用ガイドブック（CCIMDが監修）が配られている。（注：

教師用ガイドブックを見せてもらったところ、ページには生徒の見る教科書のページが縮小さ

れており、その横に教師が指導するポイントとおぼしきものが書かれている）

（調査団）既存ガイドブックとNCERD開発の新ガイドブックという２つが存在しているが、今後

どのような見通しになるか。

（理科カウンセラー）大臣は新教師用ガイドブックを旧ガイドブックと置き換えるように許可を

出すことになるだろう。しかし、新教師用ガイドブックの教員研修を実施する場合は、インス

ペクターや教師にとって何らかのインセンティブ（手当）が必要となる。また、研修をやるの

であれば、別々のやり方にならないように、インスペクターと教師をまとめてワークショップ

等で研修するのがよい。

以　上
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Kamel 教育大臣表敬訪問概要

日　時：2001 年４月 10 日（火）

場　所：教育省大臣会議室

出席者：Kamel 教育大臣、NCERD Nadia 所長、竹村在エジプト日本国大使館一等書記官、中村

　　　　JICAエジプト事務所長、橋本同企画調査員、調査団（渡邊団長、堀尾団員、村田団員、

　　　　澁谷団員）、Ms. Hala（現地スタッフ）

　テレビ局クルーが待機。当日の夕方のニュースで放映予定とのこと。実際に放映されたかどう

かは不明である。

（調査団）日本側としては、これまで実施してきたミニプロジェクトへのエジプト側協力に感謝

するとともに、その成果を普及し、児童の学業成績を向上させるようなプロジェクトを提案し

たい。

（Kamel 大臣）日本は世界の国々のなかでも理数科教育のリーディングカンパニーである。これ

までのガイドブックは当該分野での協力の良いスタートであり、今後とも日本からの経験をで

きる限り吸収していきたい。

（大臣）（調査団から Discussion Paper に基づき、プロジェクト案を説明したところ）NCERD、

NCEEE、それから教育省の該当部局が担当するのが適任と考える。教育大臣としては、新規プ

ロジェクトをフルサポートしていくつもりである。

（調査団）プロジェクトの円滑な実施のためには、中心となる機関が必要となるが、それはどこ

が適当と考えるか。

（大臣）（具体的な機関の名前をあげることなく）日本側にお任せする。

（NCERD Nadia 所長のみが、調査団から依頼したわけでもなく、大臣表敬に臨席し、Sharaby

次官、Soliman 所長はいなかったことから、政治的かつ実質的に Nadia 所長が日本との協力の

主導権を握り、中心機関として位置づけられたかの印象を調査団に与えた）

（調査団）プロジェクト実施に向けて取り組んでいくには、エジプト側からの正式要請書が必要

となるので、その提出をお願いしたい。

（大臣）正式要請書はすぐにでも提出するようにする。

（調査団）NCERDにより、新教師用ガイドブックが開発されたのは喜ばしいことだが、既存のガ

イドブックとともに２つの教師用ガイドブックが存在している状況と受け止めている。この２つ

のガイドブックを今後どのようにしていくかの見通しはあるのか。

（大臣）新ガイドブックの翻訳が完了しだい、大臣令によって既存ガイドブックと置き換えるよ
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うに指示する予定である。

（調査団）今回のエジプト側ミニッツ署名者はだれが適当と考えるか。

（大臣）教育省、NCERD、NCEEE の３者でよいと思う。

以　上
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ステアリング・コミッティー協議結果概要

日　時：2001 年４月 11 日（水）11:00 ～ 12:00

場　所：教育省大会議室

出席者：NCEEE Soliman 所長、NCERD Nadia 所長、教育省数学カウンセラー、同理科カウンセ

　　　　ラー、教育省基礎教育セクター初等教育部長、その他カイロ、ギザ地区のインスペク

　　　　ター多数、橋本 JICAエジプト事務所企画調査員、調査団（渡邊団長、堀尾団員、村田

　　　　団員、澁谷団員）、Ms. Hala（現地スタッフ）

　教育省Sharaby次官不在のなか、Soliman所長が議長役となり、議事が始まった。会議場には、

当初全く予想していなかったカイロ、ギザ地区のインスペクターが10名程度出席していた。だれ

がどのような思惑で彼らを呼んだのかは不明である。

（Nadia 所長）アラビア語でミニプロジェクトの実績から新規プロジェクトの経緯を説明。（現地

スタッフMs. Hala によると、Nadia 所長は「日本側は調査・モニタリング・評価の機能をプロ

ジェクトのなかに盛り込もうとしているが、それはあまり必要がないものである。ただし、日

本側が希望するので取りあえず入れることにしている」と言っていたとのこと）

　エジプト側の関心は、プロジェクト案やそのコンセプトよりも、プロジェクトの具体的な実施

プロセスに絞られた。

（Soliman 所長）実験期間が５年間というのは長すぎる。

（Nadia 所長）１年程度で実験期間を終え、全国規模で展開していきたい。

　そのなかでも、全エジプト27県のうち、PPMUで既にガイドブック印刷・配布、教員研修を予

定している15県か、それ以外の12県のどちらをJICAが協力対象とするかという具体的な話に関

心が集まった。

（Soliman所長）PPMUが実施していない12県で新規のJICAプロジェクトを実施するのが妥当。

（Nadia 所長）PPMU の実施している 15 県でやるのが適当。

（調査団団長）PPMUで実施している 15県の教員研修に協力する予定など、詳細な検討は今後の

調査団でしていきたいと考えている。

（Soliman所長）教員研修には予算の割り当てが重要となってくる。これはエジプトの教育界で非
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常に決定的な要因である。

（Nadia 所長）新教師用ガイドブックは NCERD と JICA 専門家との Joint Work であり、これを現

場の先生や生徒に適応させていきたいとは考えている。もし、PPMUとは別に活動するとした

場合、Joint Workで作成したガイドブックを新規プロジェクトではどのように使うつもりであ

るのか。

（Soliman 所長）結論として２つのオプションがある。PPMUの 15 県のなかを対象とするか、そ

れ以外の 12 県のなかから対象を選ぶか。

（調査団団長）予算がついているのであれば、PPMUの 15 県でやる方がやりやすいが、PPMUで

実施している教員研修と新規プロジェクトはそもそものコンセプトが異なるものであり、一線

を画すことにはなるだろう。

（Soliman 所長）12 県のなかから対象を選んだ場合、１年目５校、２年目 10 校というように実験

群・統制群を設けて実証的にプロジェクトを実施し、３年目以降それを一般化し、展開してい

くことができると考える。

　最後に調査団から、ミニッツの最後の部分に記載されているように、正式要請書を日本側に提

出する必要があること、要請書を受理して初めて、次の調査団を派遣する予定であること、プロ

ジェクト準備のためのステアリング・コミッティーを設置することを求めた（JICA事務所も参加

してよいか聞いたところ、かまわないとのことであった）。また、正式要請書については、ステ

アリング・コミッティーの総意として、今回のミニッツに基づき、作成・提出するよう依頼した。

　エジプト側からは、４月末までに正式要請書を提出する見込みであるとのこと。プロジェクト

準備のためコンタクトをとる担当者はNCERD Nadia 所長が適任であるとされ、彼女が正式要請

書を取りまとめる形になった。また、ステアリング・コミッティーのメンバーについては、教育

省理数科カウンセラー、教育省一般教育部次官、NCERD所長、NCEEE所長が考えられるという

話になったがNadia所長から、「いずれにせよ、メンバー選定については大臣の許可を得てから決

めるし、正式要請書についても自分から大臣に持っていく」とのコメントがあった。

以　上
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第１章　調査団派遣について

１－１　調査の目的

　エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）の基礎教育の政策・現状・問題点と他

ドナーの基礎教育分野における活動を把握するとともに、日本側の提示するプロジェクト案につ

いて先方関係機関と協議し、基本的な合意の形成と詳細部分についての意見の聴取を行う。また、

関係機関から必要な資料を収集したうえでプロジェクト・ドキュメントの１次案を作成する。

　調査項目は以下のとおりである。

　（1）エジプト教育省の基礎教育分野における政策の確認（６年制など）

　（2）他ドナーの行う教育プログラムの活動状況把握

　（3）プロジェクト案に関する先方関係機関からの意見聴取

　（4）プロジェクト・ドキュメント１次案作成に必要な情報・資料の収集

１－２　調査団構成

担当業務 氏　名 所　属　先

団長・総括 廣田　英樹　 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課　課長

数学教育 大久保　和義 北海道教育大学教育学部札幌校　数学講座教授

理科教育 田中　邦明　 北海道教育大学教育学部函館校　理科講座助教授

プロジェクト効果分析 高橋　悟　　 有限会社アイエムジー　主任研究員

協力企画 松山　剛士　 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課　職員
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１－３　調査日程

　調査期間：2002 年４月５日～４月 28 日

日 順 月 日 移動と業務

４月
廣田団長・ 大久保団員・

高橋団員
松山団員 田中団員

１ ５（金） 本邦発→パリ着

２ ６（土） パリ発→カイロ着

３ ７（日） 在エジプト日本国大使館表敬、教育省初等教育局長表敬、JICAエジプト事務所打合せ

国立教育研究開発センター（NCERD）訪問
４ ８（月） スタッフとの協議、Nadia 所長、教育省のプログラム計画・モニタリングユニット

（PPMU）〔欧州連合（EU）コンサルタント〕との協議

イスマイリーヤ県PPMU事務所訪問
５ ９（火） Dawhet Elzaman 小学校視察、El Zahraa 小学校視察

PPMU（EUコンサルタント）との協議

アウトライン カイロ県実験校視察

６ 10（水）
訂正 （El Shams Experimental Language School）

国立試験・教育評価センター（NCEEE）所長との協議
PPMU（EUコンサルタント）との協議

ミニッツ案 カイロ県普通校視察
７ 11（木） 作成 （Fom El KhaLeg Primary School）

教育省初等教育局長、カイロ県・ギザ県教育事務所長との協議

８ 12（金） 団内打合せ

９ 13（土） NCERD訪問（ミニッツ署名・交換）

ギザ県教育事務所訪問
10 14（日） ギザ県実験校（Orman Experimental Language School）視察

在エジプト日本国大使館報告、JICAエジプト事務所報告

11 15（月） カイロ発→パリ着 JICAエジプト事務所打合せ、世界銀行訪問

12 16（火） パリ発→
NCERD C／P及びNadia所長訪問
JICAエジプト事務所打合せ

13 17（水） →本邦着 PPMU（EUコンサルタント）、EU訪問

14 18（木） 米国国際開発庁（USAID）アレキサンドリア県プロジェクト視察

15 19（金） 資料整理

16 20（土） 資料整理、ワークショップ準備

17 21（日） カイロ県Elmostakbal小学校ワークショップ

18 22（月） 計画省（資料収集）

19 23（火） 教育省初等教育局長

20 24（水）
在エジプト日本国大使館報告、国連教育科学文化機
関（UNESCO）、JICAエジプト事務所報告

21 25（木） 資料整理

22 26（金） カイロ発→パリ着

23 27（土） パリ発

24 28（日） 本邦着
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１－４　主要面談者

（1）エジプト側

国立教育開発研究センター（National Center for Educational Research and Development：

NCERD）

Dr. Nadia Gamal El Din Director

所　長

国立試験・教育評価センター（National Center for Examination and Educational Evaluation：

NCEEE）

Prof. Dr. Soliman El-Khodary Director

所　長

教育省（Ministry of Education）

Mr. Abdel Moez Ahmed Director General, Primary Education Department

初等教育局長

Mr. Kamal El-Din Ezzat General Inspector of Science

理科ジェネラル・インスペクター

カイロ県教育事務所（Cairo Governorate Educational Department）

Ms. Safaa Shalaby First Undersecretary and Head

所　長

ギザ県教育事務所（Giza Governorate Educational Department）

Mr. Mohamed Magdy Naguib Undersecretary and Head

所　長

（2）PPMU 関係者

Dr. Inas Anwar Hegazi Capacity Building Expert, Programme Coordination Unit

(PCU), Programme Planning & Monitoring Unit (PPMU),

Education Enhancement Programme (EEP), World Bank /

European Union

ローカルコンサルタント

Mr. Mohamed M. M. Bondok Professional Development Advisor, Programme Planning &

Monitoring Unit (PPMU), Education Enhancement

Programme (EEP), World Bank / European Union

ローカルコンサルタント
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（3）日本側

在エジプト日本国大使館

竹村　淳一 一等書記官

JICA エジプト事務所

中村　三樹男 　 前所長

岩間　敏之 次　長

橋本　和明 企画調査員

Ms. Hala SHOUKRY 現地スタッフ
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第２章　調査結果

２－１　プロジェクト全体について

２－１－１　協力の有効性・必要性

（1）ガイドブックの有効性

　エジプトにおける理数科教育は、教師の能力上の制約や、短い時間数のなかで多くの内

容を教えなければならないカリキュラム等のため、暗記による詰め込み型の授業が大半を

占めており、児童による真の理解ということが十分考慮されてこなかったといわれてい

る。このことは、そもそも前のミニプロジェクト協力においてガイドブックを作成した趣

旨でもあるが、今次調査においても、調査団による学校見学やワークショップを通じて、

依然としてこうした状況を裏づけるような事象が少なからず観察された。

　同ガイドブックについては、ミニプロジェクト期間中においては、英語版のみを作成す

るにとどまったが、今次調査により、ミニプロジェクト終了後、エジプト側のC／ P機関

であった国立教育研究開発センター（NCERD）の研究者たちの手でアラビア語への翻訳が

なされ、かつ、そのダイジェスト版が、教育省のプログラム計画・モニタリングユニット

（PPMU）（208 ページ）の教員研修プロジェクトにおいて、イスマイリーヤ・ケナの両県

において活用されていたことが明らかとなった。また、PPMU としては、ダイジェスト版

を用いた教員研修が好評だったため、今後の教員研修でも使用していきたいと考えており、

また、ガイドブックそのものについても、ある程度改訂を加えながら最終的に２万2,000部を

印刷し、１万 1,000 校の算数、理科の Senior Teacher に１冊ずつ配布していきたいと考え

ていることが明らかとなった。これらのことは、ガイドブックの意義について、エジプト

側の関係機関が高く評価していることの証左であると考える。

　また、今次調査においては、ガイドブックを軸とした新たな協力プロジェクトの具体的

な内容について英文の企画書を作成し（付属資料２．）、事前にエジプト政府の関係各機関

に送付のうえ、現地での協議の際も同企画書に基いて説明を行ったが、２－１－２に記す

ように、主要な訪問先において、プロジェクトの趣旨に対する理解と、協力を開始してほ

しいとの要望が表明された。

　これらのことから、今次調査の結論として、ガイドブックが意図する、児童が自ら考え

自ら答えにたどりつくプロセスを与えるような授業方法の導入は、同国の理数科教育の改

善のために依然として有効であり、その適切な定着普及を図るために必要な協力を行おう

とする今回のプロジェクト案は、趣旨として妥当なものであると考える。
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（2）６年制の導入とそのねらい

　ガイドブックによる新しい授業方法の導入が有効であるとしても、短い時間数のなかで

多くの内容を教えなければならない現行のカリキュラムが改善されなければ、現実にその

ような授業を実践することは困難である。

　この問題は、既に前のミニプロジェクトの際から認識されていたことであるが、一方

で、かねてエジプト政府においては、現在５年制である小学校を６年制にするという方針

を検討しているということも伝えられており、これに関して正確な情報を得ること、具体

的には、６年制の導入により現行に比べて授業時間に余裕が生じることになるのか、それ

とも教育内容の積み増しが行われて相対的に授業時間の制約は改善されないのか、また、

６年制の導入は具体的にどのようなスケジュールで行われるのか、これらを明らかにする

ことが今次調査団の重要な目的のひとつであった。

　これらに関し、教育省の初等教育局長であるMr. Ahmedに照会した結果、概要は以下の

とおりであり、６年制の導入に伴って 2002 年９月から施行される新カリキュラムにおい

ては、現行と比較して授業時間に相対的に余裕が生じることが明らかとなり、ガイドブッ

クが意図する新しい授業方法をエジプトに導入するうえでの重大な制約条件のひとつが改

善されることが明らかとなった。

・６年制の導入で新たに教育内容を積み増すことはしない。１年生から３年生までの教

育内容に変更はなく、４・５年生の教育内容を、４・５・６年生に引き延ばして教え

る（新たな教育内容の積み増しはない）。４・５年生にとって難しいトピックを６年生

のカリキュラムとする。

・６年制の導入は、この９月から行う。現在３年生から新しく４年生になる児童から新

カリキュラムが適用される。４年生以上の児童は今後も現行のカリキュラムで教育を

受ける。

　またその後、NCERD を訪問した際に、理科と算数の新カリキュラムを入手することが

できたが、その内容は、Ahmed 局長の発言と一致していた。

　これらにより、当初、協力実施の重要条件として、モデル校においては、理数科の授業

時間を特例的に相当程度増加することが必要であるとしていたが、基本的にその必要はな

くなったものと判断するに至り、このため、最終的にミニッツに添付した企画書において

は、該当部分の記述を削除した。

　一方、６年制の導入を図る趣旨について同局長に照会したところ、経緯としては、もと

もと６年制であったものを、財政的な理由により義務教育の年数を削減し、５年制として
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いたが、教育レベルの低下等のために再び６年制に戻すことにしたとのことであった。そ

ういう事情であるためか、６年制に戻すことにより、増えた授業時間を活用してどのよう

に授業方法を改善をするのか尋ねても、遠足等の諸活動を充実するというような説明しか

なく、理数科に関して具体的にどうするということはあまり考えられていないようであっ

た。このことは、のちに Idara（学区）の教育事務所や学校を訪問した際にも、関係職員や

校長、教師に尋ねてみたが、いずれ新学期が始まる前に新しい教科書が配布されることに

なっているというような話だけで、質問自体の意味もよく分からないようであった。双方

の英語能力の制約もあったと思うが、新カリキュラム下における授業方法の改善というこ

と自体がそもそも想定されていないため、話がかみ合わなかったものと考えている。

　調査団としては、６年制を導入する具体的なねらいと、ガイドブックによる新しい授業

方法の導入が、同じ方向性にあることを確認したかったのだが、実態としては以上のとお

りである。ただ、６年制導入の具体的なねらいが漠然としているのであれば、ガイドブッ

クによる新しい授業方法の導入は、むしろその空白を埋める役割を果たし得るのではなか

ろうか。実際、２－１－２において記すように、PPMUが、６年制の施行をにらんでガイ

ドブックに関する教員研修の実施を急いでいるのも、明らかにそのような意図に基づくも

のであり、６年制の導入は、本プロジェクトを実施するための非常な好機であると考える

（かつまた、本プロジェクトの速やかな実施が要請される理由でもある）。

（3）日本による協力の必要性

　上記のとおり、ガイドブックを活用した授業改善は有効であり、また、６年制の導入

は、そのための好機であると考えるものであるが、そのうえで、エジプト側の力だけで、

その定着普及を図ることができないのかどうか、新たに日本人専門家を派遣して技術協力

を行う必要があるのかどうか、という点が明らかにされなければならない。

　結論からいえば、これについては非常に明確にその必要性が確認できたと考える。その

根拠として、NCERD を訪問した際、同研究所の Nadia 所長から、強くプロジェクトの開

始を歓迎し、協力を惜しまない旨の発言があったことがあげられるが、より具体的には、

同所長がTechnical Directorを務めるPPMUプロジェクトのCapacity Building Expert であ

るMs.Hegazi の発言をあげることができる。同氏からは、ミニプロジェクト時のNCERD

の主要な C ／ P だった研究者の名前をあげながら、彼ら・彼女らは、ガイドブックの

underlying concept についていまだ十分な理解を有しておらず、独力では PPMU が企図し

ている教員研修事業を適切に遂行することが困難であること、また、日本以外の欧米諸国

にもガイドブックのunderlying conceptを理解して指導してくれるような専門家はおらず、

日本人専門家の協力を切実に必要としている旨、非常に率直な発言があった。
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　また、PPMUが、ミニプロジェクト時のNCERD の C／ Pの方々を講師として、イスマ

イリーヤ県でパイロット的に実施した教員研修事業について、そこで研修を受けた教員が

実際に学校でどのような授業を行っているか見学する機会があったが、確かにガイドブッ

クにある内容について、その形態を踏襲しようとしていたことは認められたが、そのよう

な内容の授業を行う理由について十分な理解ができていないため、多くの場合、結果的に

的をはずしたものとなってしまっていることが観察された。

　これらのことから、ガイドブックによる新しい授業方法の適切な定着・普及のために

は、日本人専門家による underlying concept についての指導や、実際の授業の観察・検証

等が必要不可欠であると考える。なおその際、日本人の専門家に関しては、小学校の理数

科教育に知見を有する者であればだれでもよいというわけではなく、前のミニプロジェク

トにおいて、ガイドブックの作成に携わった専門家が中心的存在となることが強く望まれ

るものであることを付言しておきたい。このことは、現地事情に対する理解や、関係者と

の人間関係という点からも非常に重要であると考える。

２－１－２　関係諸機関等との協議結果

　今次調査におけるエジプト側関係諸機関との具体的な協議メモは別途記す予定であるが、協

議を踏まえての当方の判断やその他周辺的な情報も含めて、その概略を時系列で紹介すれば以

下のとおりである。

（1）教育省本省〔４月７日（日）〕

　当初の予定では、教育省では次官（First Undersecretary）である Dr. Hassan を表敬する

予定だったが、当日教育省に出向いてみると、同氏は急用とのことで面会できず、代わり

に初等教育局長のMr. Ahmedと、理科担当のジェネラル・インスペクターのMr. Kamal と

に応対頂いた。両氏とも英語を解さないうえ、事前に送付していた英文の企画書にも目を

通しておらず（現在アラビア語に翻訳中とのことだった）、また、ガイドブックの存在自体

についても知らないということで、調査団一同は多少当惑したが、JICAエジプト事務所の

現地スタッフの通訳で、日本側のプロジェクト案について説明した。

　Mr. Ahmedからは、プロジェクトを早期に開始してほしいなどの発言はあったが、雰囲

気として直接の当事者ではないという感がうかがわれたため、プロジェクトの具体的な内

容について協議するよりも、エジプトの教育行政に係る当方の関心事項について質問する

こととした。具体的には、２－１－１（2）で記した６年制の導入に係る状況についての確

認のほか、教育現場で強い影響力を有するといわれるインスペクター制度の仕組みや、彼

らと良好な協力関係をもつためのアイデアなどについて質問し、有意義な情報を得ること
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ができた。

　なお、Mr. Ahmedは、ガイドブックについて自分は全く承知しておらず、NCERDのNadia

所長が独占（monopolize）していると指摘した。当方からは、それは問題であるので、翌

日NCERD を訪問した際に、アラビア語版をもらってきて、そちらにも提供する旨を回答

したが、かねて耳にしていたエジプトにおける行政組織の極端な縦割りを証左する発言で

あると受け止めた。

（2）NCERD〔４月８日（月）〕

　NCERD への訪問については、当初、午前中はかつてのミニプロジェクトでの C／ P の

人たちと話し合いを行い、午後は所長の Dr. Nadia との協議を予定していた。

　現地を訪れるやいなや、かつてのC／ Pであった方々等が大挙して（十数名）、大久保・

田中両団員を歓迎してくれたのが、非常に印象的な光景であった。

　その後、広い部屋で調査団とともに一同が着席し、ビデオの映像を見ながら先方の説明

が始まった。説明者は NCERD の研究者ではなく、PPMU の Professional Development

Adviser であるMr. Bondok であり、説明内容は、PPMUによるガイドブックについての教

員研修事業の概要と、それに対する協力要請だった。PPMUによる教員研修事業の講師は

NCERDの旧C／Pたちであり、同事業は、PPMUの事業でもあり、同時に実体としてNCERD

の事業でもあるように理解された。

　NCERD 側から当方のプロジェクト案についての言及はなかったので、またしても当惑

しつつ、当方からは、当初のプロジェクト案についてこだわるものではなく、必要な協力

について検討したい旨を発言し、その後、再会の喜びの入り交じった騒然とした雰囲気の

なかで、大久保・田中の両団員と NCERD の研究者たちとの話が行われた。

　その後、引き続き別室でNadia 所長との協議に移ったが、PPMUの Dr. Hegazi がなし崩

し的に同席してきたことにまたまた当惑しつつ協議を開始した。

　当方は、おそらく PPMU への協力を強く要請されるものと予想していたが、意外にも

Nadia 所長からは、プロジェクトをPPMUと協力しながらやっても別々にやっても全くか

まわない、NCERD としてはどちらの場合でも協力するとの言葉が発せられた。当方から

は、JICA と PPMU のプロジェクトが同時に走ることになれば、C ／ P となる NCERD の

研修者の人たちが忙しくて大変になることを危惧する旨を述べたが、Nadia 所長からは、

NCERDとしては、自分が責任をもって全面的に協力し、C／ Pについても JICAの希望す

る人数を配置するので心配ない旨の断固とした答えがあった。当方からは、日本側として

プロジェクトは実施しつつ、できるだけ PPMUにも協力したい旨を発言し、Nadia 所長か

らもそのことを歓迎する旨の発言があった。その後、Dr. Hegazi に対し、PPMUの教員研
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修プロジェクトの具体的な内容について質問し、説明を受けた。

　この協議において、Nadia 所長が、日本によるプロジェクトの実施を、当初想像してい

た以上に強く望んでいることが確認され、調査団としても、プロジェクトを実施すべきで

あるとの認識を強くした。なお、冒頭同所長から、NCERD と教育省本省、国立試験・教

育評価センター（NCEEE）は相互に独立した組織であるとして、「３人の女性と同時に結

婚しようとするのは難しい」との発言があったが、これも、かねて聞き及ぶエジプトの行

政組織の縦割りを証左するものであるとともに、C／ P機関は NCERDのみにすべきとい

う彼女の意向を表すものであると認識した。

（3）PPMU〔４月９日（火）及び 10 日（水）〕

　JICA エジプト事務所を通じて、PPMU がガイドブックを使った教員研修を実施してい

るとの情報を事前に得ていたので、実際に学校現場でどのように授業が行われているのか

見学に行くこととしていた。しかし、当初は、欧州連合（EU）の財政支援を受けてのPPMU

が、日本のプロジェクトとどういう関係になるのか不明であり、あるいはライバル的な関

係になることすらないわけではないと想定していたため、単なる見学という以上のことは

考えていなかった。しかし（2）に記したように、PPMU側では日本からの技術的サポート

を強く要望していることが分かったため、見学は見学として行いつつ、この問題について

Dr. Hegazi（学校見学を全面的にアテンドしてくれた）と掘り下げた話し合いをすること

とした。

　全般的な印象として、PPMU は、EU からの資金は潤沢であるものの、ヨーロッパから

専門家等が派遣されるわけではないため、適切なプロジェクトを形成するのが容易でな

く、ガイドブックに関する研修事業についても、事業の質の確保向上という観点から、日

本の技術的サポートを切実に欲しているというように思われた（NCERD の旧 C／ Pだけ

では十分対応することが困難という彼女の認識については、既に２－１－１（3）に記した

とおり）。

　協議の結果、２－１－４で述べるように、PPMUに対してはできる限り協力を行うこと

とし、当方からの提案に対し、Dr. Hegazi も全面的に賛意を表した。また、協力を実のあ

るものにするためには、当然のことながら相互に調整しなければならないことがたくさん

出てくるが、Dr. Hegazi の話を聞いた限りでは、PPMU側でもまだ今後の事業計画につい

て必ずしも詳細な案はないようであり、そうであればなおのこと、互いの事業計画を早期

に調整すべく、調査団帰国後の速やかな対応が必要であると考える。

　なお、PPMU の資金については、規程により、EU 域外の国の専門家でも、エジプト国

内での旅費・宿泊費なら負担できるが、国外からの招へいはできないとのことであり、
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PPMUに協力する場合でも、実際には、日本が独自のプロジェクトとしてエジプトに専門

家を派遣することを前提としなくてはならないことが明らかとなった。

（4） NCEEE〔４月 10 日（水）〕

　NCEEE については、当初、NCERD と並ぶ有力な C ／ P 機関であると考えられていた

が、調査団出国が近づいた時点で、JICAエジプト事務所から、同機関は参加に必ずしも積

極的でなく、スタッフの報酬等について日本側の負担がなければ協力はできないという意

向が伝えられていた。

　実際にNCEEEを訪問し、所長のDr. Solimanと協議したが、やはり同様の見解であり、

JICAとしては同機関をC／ P機関とすることは困難と判断せざるを得なかった。NCEEE

の業務について、今回具体的な説明を受けたところでは、同機関は全国規模の大規模な学

力評価を実施している機関であり、そのための大型コンピューターや解析ソフト等を備え

ていることが強みであるとのことであった。しかし、今回、当方が構想しているような若

干のモデル校を対象とした小規模なプロジェクトに対しては、このような能力は必ずしも

必要ないと思われ、同機関が参加しないことになっても、プロジェクトの実質的な運営に

とって、特段の支障はないと考える。

（5）カイロ県の教育長等との協議〔４月 11 日（木）〕

　７日に次官への表敬ができなかったため、改めて表敬を行うべく、先方の都合に合わせ

て、催し物の会場である市内の小学校に出向いたが、１時間以上も待たせられたあげく、

今回も先方の都合によりキャンセルされ、またしても突然別の人々が調査団への対応者と

して現れた。

　既にこうした当惑する事態にも半ば慣れてしまったような感すらあったが、エジプト側

の対応者は、７日に対応してくれた教育省のAhmed初等教育局長と、カイロ県の教育事務

所長である Ms. Safaa、同じくギザ県の教育事務所長である Mr. Naguib らであった。

　結局、彼ら・彼女らに対して、再度プロジェクトの概要について口頭で説明しなければ

ならなかったが、Ms. Safaa からは、プロジェクトの内容について実務者らしい質問が出

され、引き続き、インスペクターの理解を得るための方策やモデル校の教師のインセン

ティブ等について、彼女と実務的な事柄について意見交換ができたのは有意義であった。

　JICA エジプト事務所スタッフの Ms. Hala の言によれば、彼女は NCERD の Nadia 所長

とも良い関係にあるとのことで、カイロ県にモデル校を設置して活動を行うにあたり、

Ms. Safaaの協力が得られれば、プロジェクトの円滑な実施に資するのではないかと考える。
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（6）NCERD〔４月１３日（土）〕

　上記のような経過を経て、最終的にミニッツに署名する段階となった。当初は、2001年

の第１次事前評価調査団と同様に、教育省の次官、NCERDのNadia所長、NCEEEのSoliman

所長の３者に署名してもらうことを考えていたが、（4）に記したとおり NCEEE の参加は

困難と判断するに至った。ただし、教育省の次官については、依然として、できれば署名

してもらうことが望ましいとは認識していたが、結局一度も面会することができず、実際

に署名を求めることは不可能と考えざるを得ない状況に立ち至っていた。そのうえ、

Ms. Hala からは、NCERD の Nadia 所長はミニッツへの単独署名を強く求めているとの情

報が寄せられ、調査団としては判断に苦慮したが、結局、以下のように考えて、Nadia 所

長のみとミニッツを署名することとした。なお、署名日については、当初 14日（日）を想

定していたが、同日は中華人民共和国の教育相がエジプトに来る関係から対応できないと

の Nadia 所長の要請により、13 日（土）に変更したものである。

・今回のプロジェクト案は、調査全般を通じて、非常に有効な協力事業になり得るとの

認識を抱いたが、他方で、前回調査から既にまる１年を経過しており、また、６年制

の導入をにらんでその早急な実施が求められる状況からも、今時調査団が署名を拒否

すれば、おそらくは完全にその実施の機会を失ってしまうと考えられたこと。

・2001年の第１次事前評価調査の際は、協力内容に対する日本側の考えが相当漠然とし

ており、NCERD以外の機関が実質的に関与する可能性も考えられたが、今回のプロ

ジェクト案は非常に具体的であり、内容的にほぼNCERDの所掌に属すると考えられ

たこと。

　調査全般を通じて、当初の企画書についていくつかの点を修正したが（付属資料２．）、

Nadia 所長は当方の説明を聞いてほぼ全面的に了解し、また、田中団員からの、プロジェ

クトに対する関係情報収集への協力要請に対しても同意してくれた。なお、同所長から、

今回次官に会えなかったのは残念だが、次回の調査の際には、大臣に直接面会できるよう

自分が取り計らうとの発言があった。

（7）付言：エジプトの行政機構の組織原理について

　かねて耳にしていたことではあるが、今次の調査を通じて、エジプトの行政機構は極め

て縦割りの性格が強く、たとえ同じ省庁のなかでも、主要な幹部は一国一城の主のごとく

相互に独立して大臣に属しており、それぞれが牽制し合っているということが非常によく

理解できた。

　Ms. Halaの情報では、教育省のHassan次官もNCERDのNadia所長もNCEEEのSoliman

所長も、実はお互いに学問上の師弟関係にありながら（Soliman→ Nadia → Hassan）、なお
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かつ現在では相互に厳しい牽制関係にあるとのことであり、今回、次官が２度にもわたり

面会の約束をキャンセルしたのも、そうした事情と何らかの関係があるのかもしれない

が、もちろん真相は不明である。

　いずれにせよ、そのような組織原理を前提として考える限り、本プロジェクトについて

も、実質的にはNCERDの Nadia 所長という個人との関係が極めて重大なものとなると認

識せざるを得ず、今後最終的に討議議事録（R／ D）を締結するにあたっては、エジプト

政府内部における同所長の動向についても注意深く見守り、状況に応じて適切な対応をと

ることが重要であると考える。また、このことは、プロジェクト開始後も同様であろう。

２－１－３　英語で授業を行う実験校について

　実験校（Experimental Language School）は、算数、理科、英語の科目について英語で授業

が行われる公立校で、最初のものは 1980 年代に設立された。実験校の授業料は年間約 250 ポ

ンドで、普通公立校の学費（授業料という名目ではない）の 10 倍以上かかるが、私立校と比

較するとはるかに低廉であるとされている（幼稚園で 5,000 ポンドの学費がかかる私立校の例

もあるとのことである）。実験校は、カイロ県では全小学校数 1,177 校（2000/2001 年度教育統

計による）のうち 172 校存在し、幼稚園から前期中等教育あるいは後期中等教育の一貫教育を

行っている。

　エジプトでは一般の公立校の教員はほとんど英語を解さないため、実験校の教員には英語で

教えるため、いくつかのインセンティブ（追加報酬）が用意されている。また、今回視察した実

験校の理数科教員には米国国際開発庁（USAID）や英国等の支援を得て、現地の大学で３か月

から１年の教員研修を受ける機会が与えられていた。

　実験校とひと口にいっても多様であり、入学審査の際に親の職業が問われるような超エリー

ト校もあれば、年長者順に入学できる学校もある。ある実験校で開催したワークショップの結

果等によれば、教師が生徒に一方的に授業を行うこと、教師が科目の内容（基本的知識、原理

等）を十分理解していないために生徒に十分な指導ができていないこと、教科書の情報が多い

ので実験に費す時間が短いことなど、一般の公立校と同様の問題点が確認されたことから、実

験校においても教授法を改善する余地はあるものと思われる。

　また、プロジェクトの企画書にあるとおり、日本人専門家が直接授業を観察し、教授法の指

導を行い、その効果を測定することまで活動に含めるならば、すべてアラビア語で授業が行わ

れる一般の公立校よりも、英語で授業の行われている実験校を、プロジェクトの対象とせざる

を得ないと思われる。また、上述のように実験校にも様々な種類・レベルがあるため、その選

定にあたっては、所在地（地理的分布、アクセス）、周囲の環境、学校のレベルなどの要素を

考慮する必要がある。
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２－１－４　PPMU のプロジェクトとそれに対する協力について

　PPMU は、Interim Trust Fund（ITF：世界銀行の関係機関と思われる）と EU が資金供与す

る長期的な包括的教育プログラムである教育向上プログラム（EEP）を実施するにあたって、

両ドナー間の調整、長期的な戦略のなかでAnnual Work Plan の開発を目的に 1996 年に教育省

の内部機関として設立された組織である。

　EEP の複数年にわたる総額予算は、EU の１億 2,500 万米ドル、ユーロ無償資金協力と世界

銀行からの 7,500 万米ドル、エジプト政府からの６億 3,500 万米ドルの総額８億 3,500 万米ド

ル（1996年当初）。その予算のうち40％が教員養成トレーニングにあてられている。Technical

Director（エジプト側の実務的責任者）は NCERD の Nadia 所長である。

　PPMU はエジプト全 27 県のうち教育省の選定した 15 県（付属資料３．コンサルタント報告

書 263 ページ参照）に協力することとしており、そのうちイスマイリーヤ県とケナ県に対し

て、ミニプロジェクトで開発したガイドブックを活用した教員研修を行った。その概要は以下

のとおりである。

①　時　期

　2001 年８月、2002 年２月

②　受講者

　イスマイリーヤ県、ケナ県の Senior Teacher（教科主任教員）各県理科 50 名、算数 50 名

ずつ（エジプトの１クラス当たりの生徒数が約50名であることから、受講者を生徒に見立

ててその人数が決定）

③　講　師

　ガイドブックの指導法に通じた NCERD 研究員が４名１チームで実施

④　教　材

・ガイドブックのダイジェスト版

　（アラビア語版。ミニプロジェクト終了後 NCERD が翻訳、取捨選択したもの）

・授業の組み立て方について書いたレジュメ（NCERD が独自に作成）

⑤　研修日程

　８時間／日×３日間

　１日目：講義「Teaching Material（教材論）」４～５単元のワークショップ

　２日目：講義「Japanese Approach（日本式・授業の組み立て方等）」４～５単元のワー

　　　　　クショップ

　３日目：講義「Misconception（誤概念）」４～５単元のワークショップ

　

　パイロット・プロジェクトの結果は、受講者から好評を得ているとのことで、2002 年から
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2005 年にかけて他県に対しても事業を拡大する予定である（研修計画は付属資料３．コンサ

ルタント報告書の 262 ページを参照）が、本プロジェクトのモデル校に対する濃密な指導と

PPMUの広範囲にわたる研修事業とは、エジプトにおいてガイドブックに基づいた新しい教授

法の普及を図るうえでいずれも必要な活動であり、相互に補完し合うものと考えられるので、

できるだけ協力することが重要と考えられる。

　具体的な連携の方法としては、NCERD研究者と日本人専門家がPPMU研修の講師に対して

技術的な助言を行うこと、指導を受けたモデル校の現場視察をPPMU研修プログラムのなかに

設定すること、PPMU研修の受講者が学校においてもたらした効果を日本人専門家が観察・検

証すること、などが考えられる。それによって教師用指導書の改訂や研修プログラムの改善

等、双方のプロジェクトの活動に必要な教訓が得られるものと思われる。

２－２　各教科についての所見

２－２－１　算　数

（1）授業参観について

1） イスマイリーヤ県

　訪問した小学校は２校であるが、どちらの学校の教師もガイドブックの講習を受けて

いて、授業スタイルとして、グループ学習の形態をとっていた。

　今までのエジプトの授業参観では、このようなスタイルは見たことがなく、新しい方

法を取り入れようとする姿勢がみられた。ただ、どういう目的でそのような授業スタイ

ルをとるのか、ということに関しては、まだ十分に理解されているとはいい難く、そう

した意味では、多くの教師に授業のねらい等を十分に知ってもらうことが必要であると

感じた。

　むしろ、形だけが先行し、誤った指導法が取り入れられた場合は、逆の意味で誤解を

生じることも考えられ、そうした面でのケアも重要であると考える。

　具体的な授業例で示そう。

　４学年で、小数の繰り上がり、繰り下がりのある計算をするのに、４題を練習問題と

して児童に解かせたあとで、グループごとに数題の問題を与え、グループで解決をさせ

ていた。全体で解決の仕方を理解したのなら、そのあとのグループでの練習問題を解く

意味はどこにあるのだろうか。

　日本での授業は、解を求める方法をグループで考えて、それを発表し合ってみんなで

解決方法を理解するのにグループを使うことはあり得えよう。しかし、その解決方法を

理解したあとは、個々の児童がどれくらいその方法を理解したかを確かめることになり、

この時点でグループ活動を行うことはあまり考えられない。
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　また、５学年で割合の学習をしていた。この時間は、割合の意味を学習したあとで、

割合がどのように日常で使われているかを知る学習のように思われた。教師は、クラス

を５つのグループに分け、グループごとに別々の問題を提示し、グループでそれぞれの

問題を考えていた。

　例えば、あるグループでは地図と縮尺を示して、実際の都市間の距離を求める問題、

また、他のグループでは基本として１：４を示しておき、

の表を埋める問題等である。

　児童がそれぞれの問題をグループで考えて、答えが出たと思われる段階で、それぞれ

のグループの考えを教師が全体に発表をする、という形態をとっていた。

　この交流で、児童は割合の応用について他グループの発表を聞いて理解することにな

るが、この場合、児童たちは問題を共有していないので、聞くだけの理解となり、どの

ように学習した内容を応用するかの理解については十分とはいえない。問題解決をめざ

す算数科の授業で全体交流をする基本には、児童たちが問題を共有することがあげられ

よう。

　例えば、このような問題を考えさせるとすれば、教師が５つの問題を提示して、児童

にどの問題を解決するかを選択させてグループ化することが考えられよう。初めに問題

を提示することで、児童がこの学習でどのような問題を考えているかを把握することが

できよう。このことによって全体交流をする意味が出てくる。

　授業形態とは別に興味深かったのは、この授業で、児童たちが電卓を利用していたこ

とである。各グループに１台ではあったが、日本でも、算数の授業でどのようにパソコ

ン、電卓を利用すべきかが議論されているからだ。

2） カイロ県、ギザ県

　カイロ県、ギザ県での Language School での授業を参観したが、この地区ではまだ、

ガイドブックを用いた研修が行われておらず、従来の教師主導、一斉指導の学習がなさ

れていた。

　１つの授業を参考に紹介する。

　２学年で数の大小、偶数か奇数かの学習がなされていた。教師が偶数、奇数の定義を

１ ３ ５

４ ８ 28
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１ケタの数が２、４、６、８、０のとき偶数といい、１、３、５、７、９のとき奇数で

あると定義し（児童に伝え）、巻頭写真のように35、48のうちどちらが偶数か、それは

なぜかを児童に答えさせたり、同様に21、42、13、74から奇数を見つけさせたりしてい

た。

　これらは、教師が質問し児童を指名して答えさせ、それが良いか悪いかを教師が中心

となって進めていく、典型的な授業のスタイルである。また、この時間では数の大小を

問う問題もあったが、ここでは、２人の児童に数字（54、23）を持たせ、その間に不等

号を入れさせることをしていた。

　この点は、ただ単に黒板を使うだけではなく、児童に活動させるという意味で、工夫

されている。また、授業のスタイルもカイロ県、ギザ県で参観した授業は、どれも通常

の一斉授業の形態であった。　

　参観した Language School はいずれも小学校、中学校を兼ねており、中学校の授業も

参観したが、中学校１年生では「方程式の応用」をやっており、次のような問題を扱っ

ていた。

　授業の方法は、これらの問題に対する解答を児童たちに求め、指名して黒板に書かせ

る方法であった。これも、日本で行われている一般的な授業スタイルといえる。

（2）ガイドブックによる新しい授業の導入の有効性についての検証と普及

1） エジプトにおける新カリキュラムの実施について

　2002年度からエジプトでは、小学校教育は今までの５年制から６年制に改められる。

３学年までは既に３年前から実施されているので今までと変更はないが、2002年度から

は４年生から順次、新カリキュラムが実施されることになっている。内容的には今まで

の４、５学年で実施されていたのを４～６学年に広げることになっており、したがって、

教える内容に時間的なゆとりができることになる。現在は４学年の内容だけが示されて

おり、５、６学年のカリキュラムは示されておらず、全体像はつかむことができない。

さらに、４学年の教科書もまだできておらず、現行の教科書との比較はまだできていな

い。その４年生の新カリキュラムを現行のものと項目で比較すると、以下のようになっ

ている。

１．３つの連続した整数の和が 51 であるとき、３つの連続した整数を求めよ。

２．２人の兄弟で960 LE（エジプトポンド）を分けた。兄さんが弟の２倍をもらっ

　　たとすると、弟はいくらもらったか。

３．３つの連続した偶数の和が 66 であるとき、３つの数はそれぞれいくらか。
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　Unit 1～ 4に関しては、Unit 3 と Unit 4の順番の入れ替えをしているが内容的には同

じものが学習される。また、現行では１学年から６学年まで、１週間に６時間ずつが算

数に与えられており、新カリキュラムでも１学年から４学年までは同じ時間が配当され

ている〔５、６学年は不明だが、多分同じ配当（６時間／週）だと思われる〕。

　現行での Decimals と Deta representation and organization がなくなり、Graphs が加

わったが（この内容はいくつかの種類のグラフを読むこと、グラフでの表現となってい

るが、現行のUnit 6 の Data representation and organization の内容が対応している）、現

行と比べて時間的にゆとりが生じる。そうした意味では、４～６学年で問題解決的な授

業を構築するのにふさわしいカリキュラムといえる。

2） ガイドブックによる新しい授業の導入の有効性についての検証

　ミニプロジェクトの算数プロジェクトでは、エジプトにおける算数カリキュラムの内

容を変えることなく、指導法として問題解決的な手法を取り入れることに主眼を置き、

すべての学年、内容をカバーするようにガイドブックを作成してきた。そのガイドブッ

クの考えを実際に算数を指導している教師に分かってもらい、その内容がエジプトの算

数教育に適しているかどうかという実践的な研究に関しては十分とはいえない。日本側

の考えを分かってもらうためには、ガイドブックの作成に一緒にかかわったエジプト側

C／Pの協力はもちろんだが、日本の専門家が直に学校現場で教師と直接ふれあい、指

導ができる体制が組まれることが必要である。そうした意味では、この実践にかかわる

モデル校としては英語で算数の授業を行っている Language School が適切と考える。さ

らに、この指導、検証は継続的に行われる必要があり、そうした意味でモデル校として

は、専門家の行動しやすいカイロ県（あるいは隣接する県）が適切であり、また、派遣

可能な専門家の数を考えると、４～６校程度が適切と思われる。そして、ガイドブック

による指導法の有効性を検証するためには、学力的にも違いのあるモデル校を選択する

ことがふさわしい。

　実施する学年としては、（2）で述べたように新カリキュラムが2002年より学年進行で

行われ、また新４年生に時間的なゆとりがあるために、このプログラムは４学年から始

現　　行 新カリキュラム

Unit 1  Large numbers and operations on them Big numbers

Unit 2  Divisibility, Factors, Multiples Divisibility

Unit 3  Geometry Normal fraction

Unit 4  Fraction Geometry

Unit 5  Decimals Graphs

Unit 6  Data representation and organization
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めることが適切であろう。さらに、ガイドブックによる授業の有効性を検証するために、

各モデル校で伝統的な授業を展開するクラス、またガイドブックを用いた授業を実践す

るクラスができ、両者の比較ができればベストだが、難しければ、同レベルの学校群と

の比較も考えられる。

　また、ガイドブックによる授業を実践すると同時に、実践を通してガイドブックの修

正も必要であろう。

3） ガイドブックの普及に関して

　（1）で述べたように、既にPPMUが中心となってイスマイリーヤ県の授業のように、

ガイドブックを使用した教授法の講習会を始めている。この現状を認める必要がある。

ガイドブックによる授業の普及を考えた場合、エジプトの各県でのこのような講習は非

常に意味あるものになる。ただし、大切なことは、我々の考えていることを正確に理解

してもらうことである。我々の仕事の基本は 2）であることを認識しつつ、無理のない

範囲で PPMUのプログラムにおける指導者養成に援助することが必要であろう。

２－２－２　理　科

（1）理科授業参観について

　イスマイリーヤ、カイロ、ギザ３県における普通校３校、実験校２校の視察を行った際

に、部分的にではあるが理科授業の視察を行った。とりわけ、イスマイリーヤ県では、既

に EUのパイロット・プロジェクトにおいて、ミニプロジェクトで作成されたガイドブッ

クの一部を活用した教員研修（以下「パイロット研修」と記す）を受講した主任教師と、

主任教師の指導を受けた一般教師の授業を見る機会があり、これらの授業とカイロ県、ギ

ザ県のいまだガイドブックに基づく研修を受けていない教師の比較によって、パイロット

研修のおおまかな評価を行うことができた。以下に、その概略を述べる。

1） イスマイリーヤ県

　視察したイスマイリーヤ県の普通校２校のうち、１校目のDawhet Elzaman 小学校

では明らかに力量があると思われる女性教師の授業を見学できた。彼女はパイロット

研修を直接受講した主任教師で、授業内容は教育省の週間カリキュラムに従って「磁

石の性質」に関するものであった。授業スタイルは最初から１クラスを５～６名の小

グループに分割し、それぞれ同じ系列の実験を異なった材料を使って行うグループ別

実験が行われていた。授業の構造は、「磁力を通すもの、通さないもの」の区別をいく

つかの連続した実験を通して発見させるという「問題解決型」であり、従来のエジプ

トの授業で行われていた「定義先行型」の授業スタイルと形ばかりの「追認実験」は

克服されていた。
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　しかしながら、質問の内容と配列はガイドブックの内容に似ているものの、ガイド

ブックのねらいの最大の核心である児童の思考を促す過程が欠けていた。とりわけ、

実験結果を児童に予想させてはいるが、予想の理由づけと意見の対立をめぐる討論が

行われていなかった。そのため、児童は班別実験の結果を確かめることに気をとられ

て、教師の指示や説明を聞き逃す場面が多く、集中を促す教師の声もひときわ大きく

なりがちであった。

　イスマイリーヤ県２校目のEl Zaharaa小学校の理科教師は、パイロット研修を受講

した主任教師から間接的に指導を受けた女性の一般教師であった。この教師はグルー

プ別の実験は行わせずに、児童に質問をし、結果の予想を聞き取り、予想の分布を黒

板に集計してから、教師による演示実験を行っていた。これは我が国の「仮説実験授

業」に近い形式の授業であり、授業への児童の集中度はかなり高く、実験結果を何と

か見ようとする児童の姿も見られたが、やはり予想の理由づけと討論の過程が少なく、

深い思考を促すには至っていないように思われた。

2） カイロ県、ギザ県

　カイロ県、ギザ県の理科教師はガイドブックに基づくPPMUのパイロット研修は受

けておらず、わずかにNCERDによるビデオ研修によってガイドブックの内容を知り

得る可能性はあるが、これらの県の理科教師は基本的にガイドブック研修を受けてい

ない教師集団とみなされる。

　４月 10日のEl shams 実験校では、英語で理科の授業が行われていたが、実験校で

ありながら、40人以上の児童が授業を受けられる実験室がなかった。見学した実験室

は４畳程度の狭くて暗い物置のような小部屋で、わずか４名の児童が１つの小さな

テーブルを囲んで１名の理科教師による少人数授業を受けていた。授業内容は５年

「磁石の性質」であったが、教師が児童に一連のお決まりの実験を行わせ、その結果か

ら分かることを１人ずつ答えさせるというものであった。実験器具はみな教育省から

支給されたと思われる新しいものであったが、授業のなかには児童同士の討論や児童

の質問がなく、教師と児童の１対１の会話にとどまっていた。

　ちなみに、「鉄板が磁力を妨げるのはなぜか？」という質問を１人の児童に投げかけ

たところ、実験の結果をオウム返しに述べるにとどまった。そのことから、磁力や磁

界についての本質的メカニズムにかかわる教育はなされていないと思われた。

　４月11日訪問したFom El Khaleg小学校は、ナイル川沿いの交通量の多いコロニッ

シュ通りに面した普通小学校であり、理科授業はアラビア語によるもので、詳細な内

容を聞き取ることはできなかったが、１つは若い女性教師による「光の性質」につい

ての授業で、パソコンに接続したOHPのある視聴覚教室で行われた。教師がパソコン
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を扱いながら児童を指名し、答えさせるやり方であり、重要な質問と説明はCD-ROM

のファイルに記録されたプログラム学習教材を使うものであった。この教材は教育省

が作成し、支給されたものと考えられる。したがって、この授業でも児童同士の討論

や質問はみられず、機械によって自動化された教師と児童の１対１の会話であった。

　第二の授業は、経験豊富と思われる女性教師による「磁石の性質」についての授業

で、広々とした理科実験室で６名程度の班別実験を行わせていた。実験と質問は適切

で、重要な実験は教師の演示とするなど上手な使い分けを行っていた。各班に異なっ

た材料と条件を与え、最後に全体の結果をまとめて帰納的に結論を得る方法であった

が、そのため、児童が班ごとの実験に集中することはあっても、他の実験を直接見る

機会がなく、結果のみを知らされて結論を得ることにはやや難があるように思われた。

授業のなかですべての実験結果を順番に自分の目で確かめることができないために、

討論や質問を通して児童の認識を鍛えることができないからである。

　４月 14日に訪問したギザ県のOrman実験校では小学校の理科授業を見学すること

はできなかったが、併設されている中学校３年の「光の性質」についてのビデオテー

プを活用した視聴覚理科授業を見学することができた。視聴覚機器は小中学校を含め

て教育省によってここ数年の間に重点的に整備されたようであり、英語授業が行われ

ている実験校レベルでは、１時間に少なくとも１クラスは視聴覚機器を使った授業が

できるようになっているようである。

　授業の構造は一般の小学校と同様で、質問の項目はより洗練されていると思われる

が、児童と教師の１対１の会話による指名と回答によって進行するパターンであり、

児童討論や児童の質問が生かされる機会はなかった。

（2）ガイドブックによる新しい授業の導入の有効性についての検証と普及

1） エジプトにおける新カリキュラムの実施について

　2002年９月から小学校６年制に移行しても理科のカリキュラム内容に何らかの内容が

加わることはなく、週当たり３時間配当の理科授業時間にも変更がないと予想される。

つまり、1.5倍の授業時間数で同一内容を学習する余裕が生まれることになる。このこと

は、新たな教授法を導入するにあたって極めて大きな教育環境の向上を意味する。

　また、エジプト教育省がすべての小学校にスクールベースド・トレーニングユニット

と称する校内組織を新設し、主任教師を中心とする校内研修機関に位置づけたことは、

今度の理科授業改善プログラムの普及にあたって大きなサポートとなることが期待できる。

2） ガイドブックによる新しい授業の導入の有効性について

　ミニプロジェクトで開発されたガイドブックの有効性は、調査団が訪問視察した限り
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において、パイロット研修を受講した教師の理科授業スタイルの多様性、発問の質的向

上、教材配列の改善がみられたことから、明らかである。とりわけ、主任教師から間接

的に指導を受けた普通教師のなかに、質問と実験を適切に配列し、選択肢のある質問と

予想の集計を行う手法を採用して授業改善効果をあげているケースが認められたことは

驚くべきことである。

　一方、パイロット研修をまったく直接受講していないカイロ県、ギザ県の教師による

理科授業の構造は、多彩な実験を活用しているものの、どの教師も似かよったパターン

化した授業構造で、ガイドブックとは異なった教育目標をねらっており、児童の誤りの

認識を正して本質的な科学概念を獲得させるには至っていないように思われた。

3） ガイドブックの普及にかかわる今後の課題と展望

　イスマイリーヤ県では、選択肢のある質問を活用し、選択肢を選んだ生徒数の集計を

行って論争点を明らかにする手法を採用している理科教師がわずかながらみられたが、

生徒同士の討論や相互の質問の機会を与え、児童の誤りの認識を明らかにし、科学的認

識へと鍛えあげるような授業過程はみられなかった。

　その背景には、第一に、十分な授業時間が現在の５年制カリキュラムでは確保されて

いないために、深まりのある討論を行わせることができていないことが考えられる。第

二に、一連の洗練された実験と選択肢のある質問によって、児童の誤概念を科学的概念

に発展させる手法についての理論的な解釈が十分になされていないため、確信をもって

新しい教授法を使うことができないこと、あるいは新しい教授法に疑問をもち、旧態依

然とした指導を行うインスペクターに遠慮していたことが考えられる。

　したがって、日本側に求められるガイドブックを活用した今後の理科授業改善プロ

ジェクトは、教員研修プログラムのコアに焦点化すべきものと結論される。その具体的

内容としては、ガイドブックのコンセプトコアにかかわる指導を担当する指導者の派遣

とともに、日本の教育実践やエジプトでのパイロット研修での成果に裏打ちされた理論

的な研修プログラムが用意されること、様々な制約のあるエジプトの教育環境において

も、討論や実験のある創造的な授業プランや新たな教材を自立的に開発していける研

究・研修システムの確立が求められる。
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第３章　総　括

３－１　今次調査のまとめ――プロジェクト実施の基本的枠組みについて

　今時調査においては、やはり国立教育研究開発センター（NCERD）がプロジェクトの最も重要

なC／P機関となること、一方で国立試験・教育評価センター（NCEEE）はプロジェクトの参加

機関とはならないであろうこと、さらに、モデル校での活動については、インスペクターとの適

切な関係の構築という点からも、とりわけ県レベル以下での教育行政当局の関与が重要であるこ

と、などを確認することができた。

　また、モデル校については、やはり英語で理数科の授業を実施している公立校がふさわしく、

かつ、移動の便と所轄の地方教育行政当局の一本化を図る観点から、カイロ県内に所在する学校

のなかから数校を選ぶことが適当であると考える。

　さらに、教育省のプログラム計画・モニタリングユニット（PPMU）プロジェクトについては、

ガイドブックの量的普及をめざすものとして、質の確保向上をめざす本プロジェクトと相互補完

的な役割を果たすものであると考えられることから、同プロジェクトに随時、講師として専門家

を派遣するなど、適切な協力関係を構築することが重要であろう。

　これらを踏まえて、プロジェクト実施の基本的枠組みを図式化すれば、おおむね以下のように

なると考える。
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３－２　今後の計画について

（1）第３次事前評価調査（2002 年８月から９月にかけて）

　第２次事前評価調査において日本側プロジェクトの枠組みに対して基本的な合意を得たた

め、以下のようなプロジェクトの詳細部分〔討議議事録（R／ D）の項目に同じ〕について

エジプト側と協議し、合意を得る。

・プロジェクト・ドキュメント（実施計画等プロジェクトの全般について説明した資料）

やプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM：プロジェクト目標、成果、活動、そ

れらの達成度を測る指標等を記載した票）についてのエジプト側とのすり合わせ

・協力対象とするモデル校の設定のあり方（学校数、地区、学校のレベル等）

・エジプト側（NCERD及びモデル校の所在県等）の履行条件（C／ Pの配置、予算措置、

施設の提供等）

・本プロジェクトとPPMU研修プログラムとの具体的な連携について（講師派遣・研修プ

ログラム実施の計画、予算措置、業務内容等）

※ PPMU 研修プログラムへの講師派遣

　PPMUでは既に一部の県においてガイドブックに基づいた指導法の教員研修をパイロッ

ト・プロジェクトとして実施してきており、2002年から本格的に事業展開を図る計画であ

るが、ミニプロジェクトの専門家としてガイドブックの作成に携わった北海道教育大学の

先生方に講師としてエジプトに来てもらいたい、という要望が今回の調査団に対して寄せ

られた。このため、上記第３次事前評価調査団派遣の機会を利用して、北海道教育大学か

ら同調査団に参団する団員に、PPMUの研修事業に協力してもらうことを考えており、あ

わせて今後PPMUプロジェクトとの具体的な連携のあり方についても検討を行う予定であ

る。派遣日程及び講義内容については、今後JICAエジプト事務所を通じてPPMUと調整す

る予定である。

（2）プロジェクトの開始時期

　上記調査結果を踏まえ、2002 年９～ 10 月に R ／ D 締結、2003 年のできるだけ早期にプ

ロジェクト開始をめざしたいと考えているが、具体的なプロジェクト開始時期の決定につい

ては、早期の専門家の確保が重要な条件となる。
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